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第３１回原子力委員会定例会議議事録 

 

１．日 時  令和８年８月１８日（火）１４：００～１６：２８ 

 

２．場 所  中央合同庁舎第８号館６階６２３会議室 

 

３．出席者  原子力委員会 

        上坂委員長、直井委員、吉橋委員、青砥参与、畑澤参与、小笠原参与 

       内閣府 

        科学技術・イノベーション推進事務局 木村統括官、恒藤審議官 

        原子力政策担当室 中島参事官、渡邊主査 

       株式会社ＩＨＩ 

        執行役員、原子力ＳＢＵ長 長谷川氏 

        原子力ＳＢＵ、軽水炉海外プロジェクト部プロジェクトグループ長 小池氏 

       一般社団法人原子力エネルギー協議会 

        常務理事 赤司氏 

        部長 髙尾氏 

        副部長 熊谷氏 

 

４．議 題 

 （１）ＩＨＩのＮｕＳｃａｌｅ ＳＭＲへの取り組み（株式会社ＩＨＩ） 

 （２）耐震安全性向上に係るＡＴＥＮＡでの取り組みについて（原子力エネルギー協議会  

    常務理事 赤司二郎氏） 

 （３）九州電力株式会社玄海原子力発電所の発電用原子炉の設置変更許可（３号及び４号発 

    電用原子炉施設の変更）について（答申）（内閣府） 

 （４）その他 

 

５．審議事項 

（上坂委員長）時間になりましたので、令和８年第３１回原子力委員会定例会議を開催いたし

ます。 
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  本日は、青砥参与、畑澤参与、小笠原参与に御出席いただいております。 

  本日の議題ですが、一つ目がＩＨＩのＮｕＳｃａｌｅ ＳＭＲへの取組、二つ目が耐震安

全性向上に係るＡＴＥＮＡでの取組について、三つ目が九州電力株式会社玄海原子力発電所

の発電用原子炉の設置変更許可（３号及び４号発電用原子炉施設の変更）について（答申）、

四つ目がその他であります。 

  それでは、事務局から説明をお願いいたします。 

（中島参事官）初めに、事務局に人事異動がありましたので、お知らせいたします。 

  ８月７日付で井上統括官が事務局長へ異動し、後任として木村統括官が着任されました。 

  それでは、木村統括官から一言御挨拶をお願いいたします。 

（木村統括官）ありがとうございます。木村と申します。先日の人事異動で統括官を拝命する

ことになりました。よろしくお願いいたします。 

  原子力との関わりでいえば、私は文科省からの出向なのですけれども、もんじゅの事故、

そしてＪＣＯの事故の対応であるとか、あるいはその後にセーフガーズとか核セキュリティ

ーの関連の仕事をさせていただきました。当然東日本大震災の対応もありましたし。その後、

去年まで２年ちょっと、福島のＦ－ＲＥＩというところにおりまして、そこでＲＩ（アール

アイ）創薬なんかの仕事もさせていただいておりましたので、ここにおられる委員の先生方、

参与の方々、ほとんどの方が関わりを持たせていただいたということで、今回もこういった

形で原子力政策に携われるということになりました。非常に楽しみにしておりましたので、

引き続き御指導のほどよろしくお願いいたします。 

（中島参事官）ありがとうございました。 

  それでは、一つ目の議題、ＩＨＩのＮｕＳｃａｌｅ ＳＭＲへの取組につきまして、株式

会社ＩＨＩ執行役員原子力ＳＢＵ長の長谷川様、原子力ＳＢＵ軽水炉海外プロジェクト部プ

ロジェクトグループ長、小池様より御説明いただきます。 

  本件は、原子力利用に関する基本的考え方の３の２「エネルギー安定供給やカーボンニュ

ートラルに資する安全な原子力エネルギー利用を目指す」に主に関連するものです。 

  それでは、御説明をお願いいたします。 

（長谷川ＳＢＵ長）御紹介ありがとうございます。また、今回こういった機会を頂いて、あり

がとうございます。ＩＨＩの長谷川でございます。 

  では、御紹介ありましたように、ＩＨＩのＮｕＳｃａｌｅ ＳＭＲへの取組というタイト

ルで、お手元の資料に沿って説明させていただきます。 
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  今日の説明の内容ですけれども、２ページにありますように、こういった目次でやらせて

いただきたいと思っています。 

  次の３ページからが、まずは弊社、ＩＨＩの原子力事業の概要というところでございます。 

  ４ページ目を御覧ください。これ会社概要ですけれども、株式会社ＩＨＩは主に四つの事

業、事業領域と称しておりますけれども、そういった事業をやっているというところでござ

います。 

  紙面上から、資源・エネルギー・環境、社会基盤、産業システム・汎用機械、航空・宇

宙・防衛の各事業領域がございまして、原子力事業に関しましては一番上の資源・エネルギ

ー・環境事業領域の下にあるというところでございます。同じ事業領域には、カーボンソリ

ューション、これは従来火力発電所を主に担当して、今はカーボンの新しいスタイルのアン

モニア等を実施しているＳＢＵでございまして、その他いわゆる原動機、エンジンを行って

いる原動機ＳＢＵ、そして主にアジア地区を中心にＥＰＣを行っているアジアＥＰＣＳＢＵ

という四つのＳＢＵ、ストラテジックビジネスユニットからなっております。原子力ＳＢＵ

はそのうちの一つであり、横浜工場という生産設備を持っているというところでございます。 

  そういった原子力事業でございますけれども、５ページ目を参照ください。主要製品／サ

ービスというところで、主な製品群を紹介しているページでございます。一番上にあります

新型炉／小型炉、これが本日説明の中心になりますけれども、このうちの一つとしてＮｕＳ

ｃａｌｅ向けの機器供給ビジネス、こちらをまさに始めようとしているところでございまし

て、その他の会社にも新型炉／小型炉を提供しようとしております。 

  その基盤となるのがその下の写真等でございまして、左で原子力発電プラント向け機器等

がございますけれども、弊社１９５０年代から原子力事業を始めましたけれども、一番最初

は左側のＢＷＲ向け、これは沸騰水型原子炉向けの機器を、現在も供給しているというとこ

ろでございます。その中の主な製品は、原子炉圧力容器、原子炉格納容器等でございます。 

  その後、２０００年代にはＰＷＲ向けの機器も供給を開始したというところでございます。

例えばでございますけれども、格納容器、大型鋼製モジュールというところでございまして、

こちらは比較的新しい例でございまして、米国のＡＰ１０００向けの機器の供給を行ったと

いうところでございます。発電所が運転に入りますと、保守・点検サービスを行うと、これ

をやっているというところでございます。 

  そして、紙面右側が、こちらバックエンドの領域のビジネスでございまして、製品群とし

ましては、核燃料サイクル向けには高レベル廃液ガラス固化、こちらは六ケ所村の再処理施
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設への供給をしているというところでございますし、あと、除染・廃炉としましては、福島

第一の除染・廃炉と、その他一般廃炉等の事業を行っているというところでございます。 

  次のページを御覧ください。ページ６になります。弊社株式会社ＩＨＩですけれども、最

近新しい中期経営計画、中長期の方向性というものを提示してございます。そのうちの抜粋

でございますけれども、一つが２０４０年に向けた成長シナリオ：エネルギーというもので

ございます。 

  原子力と燃料アンモニア、これを起点にというところでございまして、左下にございます

活かせる強みというところが今手持ちのものですけれども、原子力発電所の重要機器の製造

技術・能力であったり、バックエンド分野の国内唯一の技術も持っているというところでご

ざいます。その他、世界唯一のアンモニア燃焼技術があって、そういったものを強みとして、

市場を眺めますと、２０４０、２０５０年に向けて色々な新しいエネルギー、エネルギーを

大きくしていくという動きがございますので、そこを捉えていきたいというふうに考えてい

る次第です。 

  その道筋の概念図が右側でございまして、一番下にベースとなりますのは、国内原子力分

野のトップメーカーとしての地位確立というところで、こちらは日本国内を意図としている

ものでございます。再稼働、今やっておりますけれども、それを引き続きやる、加速すると、

そのための生産体制・人員拡充するというところ。また、バックエンドでは再処理、ガラス

固化を中心としたものの施設の竣工を行い、その後運転技術の支援を行うと。そして、再処

理から廃棄物処理、最終処分まで、これは廃棄物の処理処分ですね、そういったところまで

事業体制を構築していくと、こういった国内の分野の地位を確立した、それと同時に、次の

飛躍に向けた仕込みというところで、一番下にございます次世代革新炉向け機器供給のグロ

ーバル展開、アンモニア利活用、安心かつ安定したグリーン燃料アンモニア供給、こういっ

た次の飛躍に向けた仕込みも行っていく、これを並行して行っていくと、そういった形で２

０４０年に向けた成長シナリオを考えている次第でございます。 

  その中で、今回の話題は次世代革新炉向け機器供給でございますけれども、その概念は、

その次の７ページを御覧ください。海外新設、成長に向けた戦略的取組というタイトルでご

ざいますけれども、世界トップクラスの製造技術で、グローバルな原子力の新設をやってい

くんだというところでございます。 

  世界を視点にしますと、原子力の動きが更に増して活発になってきているという認識でご

ざいます。まず、足元で大型炉、例えばウェスチングハウスのＡＰ１０００、こういったも
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のの動きがある、その一方で、近々足元ではＳＭＲが大きな流れになってきているという認

識です。ＳＭＲも１社だけではなく、様々な炉メーカーが供給の展開を狙って活動を開始し

ているというところでございます。 

  そういった世界での活動と、それと並行して、一番下にございます国内新設をやっていき

たいですし、あと、世界という視点では新興国への展開も考えていきたいというところでご

ざいます。 

  そのために我々今やっているところは右側にございまして、需要取り込みに向けた生産拡

大とか、そちら今横浜工場、相生工場の生産エリア、または生産拠点化を行っているのと同

時に、自動化／省人化／ＡＩ、こういった新たな生産方法を確立していきたいというところ

でございます。 

  その生産能力の拡大をどこにぶつけるかというところが下でございまして、全方位展開と

いうふうにございますけれども、我々機器製造業でございますから、ＳＭＲを建設したいと

いうデベロッパーの皆様、こちらにはなるべく我々の力が十分に行き渡るように、一つの会

社を選ぶことなく協力関係を構築していきたいというふうに考えている次第です。そのため

に幅広い炉型への対応力強化、こういうことをやっているというところでございます。 

  そういった中のＮｕＳｃａｌｅの位置づけが、次のページ、８ページでございます。Ｎｕ

Ｓｃａｌｅ ＳＭＲの概要がございますけれども、まず、９ページを御覧いただきますと、

こちらＮｕＳｃａｌｅ社そのものの概要でございます。ＮｕＳｃａｌｅ Ｐｏｗｅｒでござ

いますけれども、こちら設立は２００７年というところで、おおよそ２０年前、米国で設立

されまして、小型モジュール炉、ＳＭＲの商用化を目的に設立されたと。まず、ベンチャー

的な設立から始まっているというところでございます。 

  その後、２０１１年には大手エンジ会社のＦｌｕｏｒが出資、そして２０１３年には米国

エネルギー省、ＤＯＥですね、こちらの資金獲得をして、２０１６年にはＳＭＲでは初めて

のＮＲＣの設計認証を申請したというところ、こちら５０メガワット相当ですが。そして、

２０２０年には審査が完了したというところで、パイオニア的な活動をしているというとこ

ろでございます。 

  設計の認証をしているときを前後しまして、その出資者を多く募っておりまして、米国、

日本、韓国の企業等がＮｕＳｃａｌｅへ出資して、その中の１社が我々ＩＨＩということで

す。 

  そして、２０２２年には、ニューヨーク証券取引所に上場しましたし、２０２３年から２
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０２５年には新たな設計認証を取得するというところで、７７メガワット相当の設計の認証

を取得したというところでございます。 

  その中で我々の活動、ＩＨＩの活動が１０ページでございます。我々としましては、２０

１９年当時、経産省さんのいわゆるＮＥＸＩＰ事業を基にＮｕＳｃａｌｅとの関係が始まっ

ております。我々だけでなく、日揮さんも含めてＮｕＳｃａｌｅと一緒にＦＳなり研究開発

を開始したというところでございます。そして、２０２１年には日揮、ＩＨＩがＮｕＳｃａ

ｌｅへ出資してというところで、そして、２０２２年、こちらは国際協力銀行、ＪＢＩＣさ

んですね、そちらもＮｕＳｃａｌｅへ出資しているというところでございます。その後、２

４年には中部電力様も参加しているというところでございまして。 

  前のページでも申し上げましたけれども、米国のＮＲＣの認証を初めて取得した会社であ

るというところ。そして、ルーマニア・米国等、ポテンシャルなプロジェクトがあるという

ところで、検討が進められている中でのＮｕＳｃａｌｅ事業への参画というところでござい

ます。 

  そして、１１ページ、こちらＮｕＳｃａｌｅのＳＭＲのこちら概念図ですので、左上から

プラントレイアウト、そして左下が原子炉の建屋の断面、そして右側が原子炉モジュールと

いうことで、こちらが７７メガワット相当の原子炉モジュール一つの概念図でございます。 

  こういったところでございますけれども、特徴というのは１２ページにまとめております。

主要諸元としまして、こちらＰＷＲ型の炉型でございまして、そういった点から、一次系の

温度とか、圧力とか、運転サイクルとか、そういったものは今運転しているＰＷＲの炉型と

近いものがございます。そして、プラント設計寿命は６０年というところでございます。 

  右側に幾つか、三つですね、絵がございますけれども、一つの特徴としましては、７７メ

ガワットの原子炉モジュール一つが単位になってございまして、それを６モジュールで構成

するプラント、こういった設計で４６２メガの出力を発生する場合。右上は１２モジュール

の場合、これが一番大きい場合ですけれども、１２モジュールを一体としたプラントにすれ

ば、１ギガ弱の出力が得られると。一番小さい型式ですと、４モジュール型というところで、

３０８メガのプラント、こういった形で一つ一つの原子炉モジュールを複数配置することに

よって、一つの原子力発電所のプラントの出力の容量を変えることができるという特徴がご

ざいます。 

  そういったところが下の表の特徴の一部に記載してございますし、そういったところで、

あとは軽水炉型というところを申し上げました。 



－7－ 

 

  原子炉モジュールというモジュール化がされていますよというところ。そして、４から１

２のプラントの構成になりますけれども、独立して運転することは可能であったり、そして

事故時の原子炉冷却には一定の安全性があるというところ。そして、ＳＭＲでございますの

で、事故時の影響評価範囲、こちらが縮小できているというところ、そういった特徴がある

ものでございます。 

  そして、一つのモジュールに関して焦点を絞った説明が１３ページでございます。原子炉

モジュールというのは真ん中の絵でございますけれども、こちら一番中央には原子炉圧力容

器、こちら蒸気発生器と一体型の原子炉圧力容器がございまして、その最下部には炉心があ

るというところでございます。その原子炉圧力容器、蒸気発生器、加圧器の一体型の圧力容

器の更に外周を格納容器で囲んでいる、これが一つのモジュールといった構成になってござ

いまして、プラントごとにこのモジュールが四つであったり六つであったり１２個であった

りを配置するというところでございます。 

  続いて、１４ページを御参照ください。そういった米国の許認可の申請は一番乗りしまし

たけれども、開発も進んでおりますというところが１４ページからでございます。許認可に

前後しまして、ＳＭＲの炉型としての能力、こちらは主要な試験プログラムは既に完了とい

うところで、確認は終わっているというところでございます。こちら米国を中心に行ってお

りまして、上の半分の写真だと、インテグラルシステムテスト、下の写真群ですと制御棒の

駆動機構、こういったものの確認を行っているというところでございます。 

  その次のページ、１５ページのところはそういった基本性能を基に製作性の開発も行って

おりまして、文字にありますように、長納期品となる大型鍛造材の準備、こちらも技術的に

完了しているというところでございますし。あと、ＮｕＳｃａｌｅ社とパートナー企業との

協力、こちらもちろん我々ＩＨＩもパートナー企業の一つでございますけれども、我々の他

にも韓国の企業、米国の企業、こういった国際的な企業群がＮｕＳｃａｌｅを支援、協力す

る形で製造準備をまさに今進めているというところでございまして。その中でＩＨＩは主に

格納容器向けの材料・製造技術開発・エンジニアリングを行っているというところでござい

ます。 

  そのＩＨＩの取組が１６ページ以降にまとめてございます。 

  １７ページから始まりますので、１７ページを御覧ください。先ほど主に格納容器をとい

うところを説明しました。その格納容器の特徴でございますけれども、高強度ステンレス鋼、

こちらを使っているといったところが特徴の一つでございまして、従来大型炉ですとこれが
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炭素鋼または炭素鋼系の素材でしたけれども、こちらは高強度のステンレス鋼であるといっ

たところに特徴がございます。 

  新しい鋼材でございますので、当然確認をしなくちゃいけないところがございまして、そ

こは我々しっかり確認してきているというところでございます。まず最初は要素試験を行い

まして、それの確認を行い、今現時点では実規模サイズのモックアップ試験、こちらを実施

中というところでございます。左下にモックアップ試験の主たるところの写真がございます

けれども、例えばですが、ノズル部の溶接、こういったものの確認を行っていますし、また

は大型ノズルと胴の確認、または周継手のモックアップ試験の確認、こういったものを実施

しているというところで、ほぼほぼ終わりに近づいているというところでございます。 

  製造技術の開発が終了に近づいておりますので、次は商業ベースにも注意を向けるという

ところで、量産化／生産性向上といった視点の活動もまさに開始したところでございます。

その中には、自動化／省人化という人の介在をミニマムにして品質を安定化させると、そう

いった試みもございますし、先進の製造技術、こちらは同じ溶接方法の中でも効率の高いレ

ーザー溶接とか電子ビームの溶接の試み、こういったところも開始しているというところで

ございます。 

  １８ページ、こちらは製造技術というよりも、我々日本の会社でございますので、日本向

けへの試みとして、高耐震化への取組というところでございます。米国の標準設計、こちら

ＮＲＣに認可されております。こちらは米国の標準設計ですので、日本に比べて耐震に関す

る要求はマイルドでございます。これを日本にも適用できる、または将来の東南アジアの一

部の地震の多い国、こちらにも適用できるよう、そういった高耐震版ＮｕＳｃａｌｅ炉の開

発を実施しているというところでございます。 

  例えばというのはこの写真、またはポンチ絵でございまして、原子炉モジュールの１２基

型、１２モジュールのプラントの建屋ですとか、原子炉モジュールとか、そういったものを

組み合わせた地震時の評価、こういったところも始めておりまして、一部補強の案、設計案

というものも構築しているというところでございます。こちら引き続きやっていく所存でご

ざいます。 

  そういった中で、１９ページが設計の活動ということから、今度はもうプロジェクトの組

成、またはプロジェクト受注への活動というところの説明に入ります。 

  １９ページの一番上、こちらは原子炉モジュール、格納容器とありますけれども、まずそ

ういったもののエンジニアリングは行っておりますし、昨年には格納容器供給の基本契約、
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こういったものは合意していると、調印式も実施しましたというところでございます。 

  下半分、こちら鋼製モジュールとありますけれども、こちら鋼製モジュールそのものは現

行の鋼製モジュールと大きな違いはないんですけれども、１号機プラントでも順調に建設で

きる、そういったものを確かめるために、こちらルーマニアの案件の担当を担っているＳａ

ｍｓｕｎｇ、韓国の企業ですね、そちらと協力して、製造性の確認を行って、現地の建設で

も問題なかろうという確認も昨年行っているところでございますし。 

  下の右側には、ルーマニア現地企業の調査というところで、我々日本企業あるいは韓国、

米国企業、それらを合わせても、ルーマニアプロジェクトの全体を担うことはそれは難しい

ところがございますので、ルーマニアの現地の企業、協力できる企業を探して、そちらと一

緒に活動を行う、その基礎的な検討評価をルーマニア企業と行ったというところを実施済み

でございます。こちら経産省の委託事業も活用して行わせていただきまして、複数のポテン

シャルのある企業が見つかったところでございます。 

  そして、２０ページ以降がＮｕＳｃａｌｅのＳＭＲプロジェクトそのものの組成状況でご

ざいます。 

  ２１ページを御覧ください。こちらルーマニア、先ほども一部申し上げましたけれども、

ルーマニアにおけるＮｕＳｃａｌｅの計画でございます。こちらに関しましては、ドイチェ

スティといいますけれども、ルーマニアドイチェスティプロジェクト、こういったものが走

っておりまして、こちらルーマニアの国営の発電会社が中心となりプロジェクトを今発展さ

せているところでございます。石炭火力のサイトの跡地と、そこを利用するというところで

ございます。 

  こちら主要マイルストーンが下半分にございますけれども、２０２１年から主たる活動が

開始しまして、今現時点、２５年、２６年でございますから、ちょうどＦＥＥＤが終わって、

ＥＰＣ活動を始めようという段階が今現在の足元でございます。そして、２０３３年には最

初の原子炉モジュールの運転を予定しているというところでございまして、今現時点ではサ

イトの状況はその写真のようになっているというところでございます。 

  そちらルーマニアでございまして、２２ページ、こちらは米国でございます。米国では、

初号機になるであろうと言われているのは、テネシーのいわゆるＴＶＡですね、テネシーの

開発公社でございまして、そちらＮｕＳｃａｌｅのＳＭＲの導入計画を発表したというとこ

ろでございます。こちら昨年に最大６ギガワット、先ほどの１２モジュール型のＮｕＳｃａ

ｌｅのプラント６プラント分ですけれども、こちらを最大６プラント分をＴＶＡの管轄エリ
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アに展開するというところで、初期的な合意が行われ、現在ＮｕＳｃａｌｅとＴＶＡ、そし

てプロジェクトデベロッパーであるＥＮＴＲＡ１という名前の会社ですけれども、それら３

社が今検討を進めているといったところが足元でございますので、ルーマニアに加え、米国

でもＳＭＲ導入計画が進んでいるというところが現状でございます。 

  ２３ページはまとめでございます。先ほどの繰り返しになりますけれども、一番上、こち

らは最初の方の紹介でした。弊社ＩＨＩは、今足元では原子力の発電所の再稼働とか、六ケ

所の再処理施設の竣工に向けた対応をしてございますけれども、世界でトップクラスという

認識でおります、そういった横浜工場等の製造技術を強みとして、ＳＭＲ、大型炉の機器供

給、こちら日本国内だけでなく、世界に展開したいというふうに考えてございます。 

  その中で、２０１９年からＮＥＸＩＰ事業、経産省さんの事業です。こちらを通じてＮｕ

Ｓｃａｌｅの技術開発を行ってきました。そして、ＪＧＣさん、ＪＢＩＣさん、中部電力さ

んと共に出資者にもなっているというところでございます。 

  日本国内だけでなく、米国または韓国、そういった企業群とも協力しまして、今実機のプ

ロジェクトの成立に向けて技術開発を行い、最終段階にきているところ、そしてその後、自

動化／省人化等の商業ベースの開発も進めているというところでございます。 

  ＮｕＳｃａｌｅのそのもののプロジェクトも主要な試験プログラムは既に完了しておりま

す。そして、ＦＥＥＤとか、ＥＰＣに向けた活動も行っておりますし、そちらルーマニアだ

けでなく、米国のＴＶＡでも進んでいるというところでございまして、そういった活動をに

らんで、我々引き続き、冒頭に申しましたように、原子力産業に貢献していって、その中で

ＳＭＲを一つのポテンシャルのあるエリアとして活動していきたいと。それができればサプ

ライチェーンの維持等もできるのではないかというふうに考えている次第です。 

  説明いたしました。どうぞよろしくお願いいたします。 

（上坂委員長）長谷川様、御説明ありがとうございます。 

  それでは、ただいまの御説明につきまして、３時１０分までをめどに質問を行いたいと存

じます。直井委員からお願いいたします。 

（直井委員）どうも、長谷川様、御説明ありがとうございました。 

  国内の原子力発電所の新設計画が具体的にまだ動き出していない中で、ＩＨＩさんが関与

するＮｕＳｃａｌｅのＳＭＲは、ルーマニアや米国、ＴＶＡにおいて具体的な建設に向けて

動き始めていて、国内のサプライチェーンの維持、強化という観点で大変重要なプロジェク

トであるというふうに期待をしておるところでございます。 
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  初めに、１４ページ、１５ページで、ＮｕＳｃａｌｅ ＳＭＲの開発状況について御説明

がございました。それで、このＮｕＳｃａｌｅ Ｉｎｔｅｇｒａｌ Ｓｙｓｔｅｍ Ｔｅｓｔ

ということで、自然循環や蒸気発生器の性能確認、制御棒駆動装置などの試験プログラム、

主要なプログラムは既に完了したというお話だった訳ですけれども、格納容器はＩＨＩさん

がつくるような方向で、それからまた圧力容器はまた別の企業というような枠組みになって

くるというようなことでいきますと、大型機器を持ち寄って一つのモジュールを完成させる

というような実証試験といいますか、も必要になるのかなと思ったんですけれども、これは

既に１７ページの実規模モックアップでできているというふうに理解してもいいのかという

点が１点です。 

  それからもう一点は、この実規模サイズでのモジュールでもって、この一つのモジュール

がその性能がちゃんと出るかというような試験はやらなくてもいいのかという、この２点に

ついて教えていただけますでしょうか。 

（長谷川ＳＢＵ長）承知しました。 

  まず、試験開発でございますけれども、１４ページのところが主たる、こちら性能とかＮ

ＲＣの許認可とかいったところで、基本的には炉としての能力を有しているかといったとこ

ろ、こういった中で基本的、基礎的な、または許認可の評価に資する試験は終了していると

いう認識でございます。 

  １５ページはどちらかといえば製造とか、実際のプロジェクトに向けた試験開発になって

ございまして、こちら我々ＩＨＩは格納容器の試験開発を行っておりますけれども、同じよ

うに韓国の企業では原子炉の試験等も行っていて、個々の試験の、または開発を今まさに実

施中というところでございます。 

  その開発の内容は、ＮｕＳｃａｌｅ社とのコミュニケーションを十分取ってやっておりま

すので、１４ページに相当する能力を出すために、個々の機器が担うべき機能、そういった

ものをすり合わせてやっておりますので、その個々の機器を確認していくことによって、そ

れらを組み合わせたものの確認も行っているという認識でやっているというところでござい

ます。 

  以上でございます。 

（直井委員）どうもありがとうございます。 

  そうしますと、各サプライヤーがいて、それをどこかの工場にまとめていって、どこかで

一つのモジュールをつくるというような理解でよろしかったですか。 
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（長谷川ＳＢＵ長）はい、そうですね。モジュール化は、そうですね、例えば１７ページの左

の、最終的には一つの原子炉と格納容器を一体化しなくちゃいけないんですけれども、こち

らどこかでモジュールの形に一体化しますけれども、それはプロジェクトごとに変わってく

るものという認識です。日本のように海のそばに発電所がある場合は、例えば我々のＩＨＩ

とか、または発電所が建設される国の工場で一体にして、船で運ぶという形もできるかと思

います。ただ、内陸の地区ですと、一体にした後だと輸送上の制約等も出てきますので、そ

の辺の検討で、もし制約がある場合は、原子力発電所が建設されるサイトのそばにこのモジ

ュールをつくる工場をつくって、そこで最終的な組立てを行うという場合もあろうかという

ことで、そこはまだケースバイケースですので、どこの場合は誰、どこの場合はどうすると

いうところはまだそこまでの検討には至っていないという認識でございます。 

（直井委員）どうもありがとうございます。 

  それから、燃料交換をどういうふうに行うのかというところについて、１３ページの図を

使ってちょっと教えていただけますでしょうか。 

（小池プロジェクトグループ長）１１ページでよろしいですか。左下に原子炉建屋の断面がご

ざいますけれども、こちらに水色のところがプールになってございます。左のところですね、

Ｒｅｆｕｅｌｉｎｇ Ｍａｃｈｉｎｅ、これが燃料交換機になってございます。こちらの下

が、左下のところですね、ここが交換した燃料の置いておくプールというところになってお

ります。燃料交換に関しましては、こちらの原子炉モジュールのちょっと下段辺りにフラン

ジがあるのが確認できるかと思うんですけれども、格納容器と内側の圧力容器ともフランジ

取合の構造になってございます。定検改造の際には、こちらのフランジを水中にあるボルト

を取り外す装置がございます。こちらの絵でＲｅａｃｔｏｒ Ｖｅｓｓｅｌ Ｆｌａｎｇｅ 

Ｔｏｏｌですとか、Ｃｏｎｔａｉｎｍｅｎｔ Ｖｅｓｓｅｌ Ｆｌａｎｇｅ Ｔｏｏｌと呼ん

でいるもの、こちらでフランジ部を開放しまして、炉心の方にアクセスできる状態に開放し

ます。こちらの炉心の方にＲｅｆｕｅｌｉｎｇ Ｍａｃｈｉｎｅ、燃料交換機の方がアクセ

スをして、燃料を取り外すというような手順になってございます。 

（直井委員）よく分かりました。ありがとうございます。 

  それから最後なのですけれども、自動化、省力化というのは製造技術では非常に重要な点

だと思うんですけれども、どの程度までその開発は完了しているのか、差し支えない範囲で

教えていただけますでしょうか。 

（長谷川ＳＢＵ長）偉そうに書いてはございますけれども、まだ初期的な段階だというところ
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はちょっと勘弁していただくというところでございます。ですので、自動で把持する装置と

か、そういった要素技術はもう世の中にありますので、または人腕のアームとか、そういっ

たロボットはございますので、それらの汎用的なものも使いながら、この機器の溶接をどう

していくのかといったところがまだ今溶接エンジニア等の腕の見せどころというところでご

ざいまして、まだ概念段階にあるというところでございます。 

（直井委員）どうもありがとうございました。 

  私からは以上です。 

（上坂委員長）では、吉橋委員、お願いします。 

（吉橋委員）長谷川様、御説明ありがとうございます。 

  ＡＩが発達し、大規模なデータセンターの建設もあり、ＳＭＲには大変期待されていると

ころかと思います。 

  それで、私から少し素人的な質問かもしれないんですけれども。今回例えば１２ページ目

のところで、１プラントに対するモジュールの数というのが４から１２ということで、これ

は経済的なこととも関係するのかもしれませんけれども、この最大１２基に関して、理由と

いうのがあれば教えてください。 

（長谷川ＳＢＵ長）では、ちょっと推測も入るというところを御勘弁いただきながらでござい

ます。 

  １２ページにございますように、４個組み合わせると７７×４で３０８、６個組み合わせ

ると４６２、そして１２個組み合わせると９２４というところでございます。 

  こちら半分推測も入りながらですけれども、例えばルーマニアのプロジェクト、こちら６

モジュールで４６２なんですけれども、または３００とか４６２、こちらはいわゆるＳＭＲ

から中型の規模の原子力発電所というところになります。そのサイズですと火力発電所とか

もこういった大きさの発電所もございますので、例えば火力から原子力への転換とかいった

ものはこういった大きさのものは有利になるのかなとも思いますし。 

  あと、こちら発電したら送電、電気を送らなくちゃいけませんので、小規模から中規模の

発電所ですと、その送電網のインフラの整え方も大型の発電所に比べればリーズナブルにで

きますので、そういったメリットがあるのかなという考えがあります。 

  ただ、１２モジュール、こちらになると９２４と、こちら１ギガワット近くになりまして、

こちらは今世の中の大型発電所の大きさにほぼ近しいものになってきますので、そのサイズ

になれば、今大型発電所で運用しているプラント、そちらをこの１２モジュール型のＮｕＳ
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ｃａｌｅのＳＭＲでリプレイスすることができるといったところもあるでしょうし。そもそ

ももう送電網が大きな送電網ができているよという国にとっては、こういった大きなものを

最初から導入するという利点もあろうかという認識であります。 

  その他に、もしあれば。 

（小池プロジェクトグループ長）原子炉モジュールのサイズ感、一体で工場でつくれるサイズ

感というところで一定程度制限が出てくるかなというところで。容器の中の蒸気発生器のチ

ューブで熱交換を行いますので、あのサイズ感でどれだけチューブを詰め込んでというとこ

ろで、また１モジュール当たりの発電量というか熱交換量というのはある程度制限されてく

るのかなというところで、１モジュール当たり、これはマックスの部分は決まってきてしま

うと。 

  それと、今長谷川が申したとおり、そういった大型炉に合わせる、中型炉に合わせていく

というところでモジュールの数がある程度決まって来るというようなところでこういった形

になっているかなと、若干想像もございますが、そういった理解です。 

（吉橋委員）ありがとうございます。これも私のイメージになってしまいますけれども、沢山

組み合わせるよりも、最大１２基ぐらいのものを１単位として、沢山送れるところなら、そ

れを必要個数組み合わせる方が経済的には良さそうですね。また、蒸気発生器の性能であっ

たりを考えると、モジュール１６基よりも１２基と４基とか、その規模の方が効率的にはよ

かったりするというようなことでしょうか。 

（長谷川ＳＢＵ長）ここはなかなかちょっと想像の範囲になっちゃうんですけれども。組合せ

としては、１つ７７メガで、理論的には幾つも組み合わせられる、そういったものはできる

プラントだと思っていますけれども、とはいえ、許認可とかいう世界もございますので、４、

６、１２でのパッケージを準備して、それでまずは安全性も認証が終わったというところで

ございますので、当然お客様、またはアプリケーションによってはもっと大きなこと、また

はもっと小さなものというのも出てくるでしょうから、そういったときは違った組合せとい

うものも考えられるのかなというふうには思っていますけれども、ちょっと今その認証等が

追いついていないというところだと思います。 

（吉橋委員）ありがとうございます。大変よく分かりました。 

  ただ、モジュールが多ければ、例えばメンテナンスするときに、今は全部停止しなきゃい

けなかったりするけれども、止める炉と動く炉と代わる代わるやっていけば、常に同じ出力

にできる利点もあるのか考えました。 
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（小池プロジェクトグループ長）ありがとうございます。そのとおりですね。１２個モジュー

ルがあっても、燃料交換１個ずつやりますので、その間、１個燃料交換している間は残りの

１１個は通常の出力で運転できると。安全系とかも独立して１２系統ありますし、タービン

も１２系統ございますので、１個だけ止めて残りを運転するということは可能な設計になっ

てございますので、そういった利点も今御指摘いただいたとおりかなと思います。 

（吉橋委員）ありがとうございます。 

  それから、耐震に関するお話があって、国内に向けて色々と整備されているということで

すけれども、現在例えば日本の耐震要求に対して何か課題はあるのでしょうか。 

（小池プロジェクトグループ長）説明したとおり、もともとはＮｕＳｃａｌｅの設計自体米国

で設計をしておりますので、今回国内向けでは１Ｇ、１，０００ガルという値を包括したよ

うな地震動という形で採用して評価をしておりますけれども、米国の場合その半分ぐらいと

いうのが一般的な地震動として評価に使われておりますので、やはりちょっと米国の設計を

そのまま国内に持ってくるというのは難しいというところで、一部ですけれども、建屋の補

強も入れる、ですとか、原子炉モジュール自体が大きく変わるということはないのですけれ

ども、支えるサポートの部分を補強をするというような、一部のモディファイというか、そ

ういう形は必要にはなってきますけれども、そういった対応をすることで国内の地震動にも

対応できるというようなところも可能かなと。ただ、なかなか国内の中でも一部ものすごく

地震動が高い部分ございますので、そういったところはまた特殊ケースは存在するかなとは

思います。 

（長谷川ＳＢＵ長）多少補足しますと、国内の全てに対応できますというのを今ここで軽々し

く言うようなつもりはありません。ただ、このプラントの能力として、米国のいわゆる東海

岸だけじゃなく、もっと地震の厳しい条件でも工夫をすればできそうだというところの概念

まではつかみましたので、一つ一つそれを積み上げて、細かいところまで確認していきたい

というふうなところです。 

  それをやっていくと、もしかしたら、希望になりますけれども、日本国内でも導入しよう

じゃないかという動きも出てくるんじゃないかなというふうな、そういった期待も含めてや

っているというところでございます。 

（吉橋委員）大変期待しております。 

  私からは以上になります。 

（上坂委員長）それでは、参与から御質問や御意見を伺います。 
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  青砥参与から御意見いただければと思います。 

（青砥参与）どうもありがとうございました。 

  ＩＨＩのＳＭＲを中心とした原子力分野、ウェルディングエネルギー分野の世界戦略に関

する興味深いお話であったと思います。 

  中でも、ＳＭＲに関しては順調な活動状況のように拝聴いたしました。ただ、今後の展開

を考えますと、今少し吉橋委員からの議論でもあったと思いますが、注目は米国ＴＶＡの状

況だと思います。これから更に発展していくかどうかについて、非常に大きいポイントだと

思います。その中でＮｕＳｃａｌｅの小型モジュールをフルで入れる、それも６基入れると

いう話があったのですが、その判断根拠についてお分かりであればお話ししていただきたい。 

  なぜなら、この規模であれば、さんざんお話の中にありましたように、大型炉で十分間に

合う訳ですから、それをわざわざＳＭＲでモジュール化したものを入れていく、その戦略は

何か。それがもし妥当であるとすると、例えば日本国内でよく議論がありますように、既存

プラントに置換していこうとする場合であっても、大型炉で当然だろう、小型炉なんか入れ

たら経済性がもたないのではないかという議論に対して、ある答えを持つことになります。

その戦略の大きな差を生むのが、そうした判断根拠だと思いますので、もしそのあたりをお

分かりであれば、先ほど既存の送電網の柔軟性ですとかマッチングについてのお話もありま

したが、ただそれだけでは、多分国内の経済性に対する議論にはなかなか対抗できそうもな

いと思います。そのあたり何かお考えとか、あるいは情報があれば教えていただきたい。 

（長谷川ＳＢＵ長）こちらもちょっと推測も入ります。正直に申し上げれば、ＴＶＡでマック

ス６基というその判断基準については我々知り得ていないというところでございます。 

  ただ、分かっているのは、ＴＶＡというプラントは、ＮｕＳｃａｌｅのプロジェクトもこ

ういった形で前向きに捉えていますし、あと他のＳＭＲもＴＶＡでやるというお話も出てい

ます。過去には、大型のプラントもＴＶＡでは導入しているというところもありますので、

一部我々５０年前、我々も圧力容器を入れた、ＴＶＡに納入したという実績もございますの

で、そういった形で、ＴＶＡというプラントは色々なポテンシャルといいますか、色々な試

みを行うプラントなのだろうなという、ここも推測ですけれども、そういったところが入っ

ているところでございます。 

  あと、大型炉、小型炉、または小型炉の中でもどの型式がという御議論があるのは承知し

ておりますし、ただ我々製造者としましては、原子力エネルギーを発展させるためには、ど

の型式のプラントが来ても、我々一定の貢献をしていかなくちゃいけないというある意味覚
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悟といいますか、役割というものはあろうかと思いますので、ＴＶＡにたとえ大型炉が導入

されても、ＮｕＳｃａｌｅであろうとも、ＧＥの、または他のＳＭＲであろうとも、我々機

器供給者として対応していくつもりでございます。 

  全然答えになっていないことを承知しておきながらこのぐらいの回答でございます。すみ

ません。 

（青砥参与）いえ、難しいところ、ありがとうございます。ただ、大きなキーだと思います。

実は、２２ページに書いてある中で興味深かったのは、ＴＶＡとこのＥＮＴＲＡ１ですか、

このポイントにＥＮＴＲＡ１というのが従来電力会社が一手に背負ったファイナンスリスク

や建設リスクを肩代わりすると、そういうビジネスモデルを提唱しているというのが、ある

意味一つのキーかなと思いました。そのあたりについてもう少し御説明いただければと思っ

て質問したのですが、このあたりはあまり関係ないのですか。要するに新たなビジネスモデ

ルをＴＶＡを通じて広めていこうとしたときに、小型モジュール炉であれば、初期のどうい

う段階で入れるかによりますが、初期投資のレベルというものはかなり軽減されるというか、

安全に扱われるようなところがあります。そうした最初のモデルをつくろうとしているかの

ように勝手に想像したので質問しましたが、そのあたりを。 

（長谷川ＳＢＵ長）そういった意味ですと、このＥＮＴＲＡ１という会社は、正しく狙いとし

てはこの２２ページの２ポツ目の活動をするというところで、それを彼らは狙っているとい

うのは間違いないと思います。 

  今の肌感覚、またはプロジェクトの組成を見ましても、従来電力会社がオーナーで、ＥＰ

Ｃとか炉メーカーがついてという形と異なったビジネスモデルというんですか、こういうい

わゆる化学プラントとかそういったところではある意味よくある型式のビジネスモデルも原

子力プロジェクトについても導入の兆しが見えるといったところですね。ＥＮＴＲＡ１が一

部責任を持ってプラントをつくる、または一部の運転も場合によっては担うような試みです

か、そういったものが進んでいると、生み出そうとしているというところだと思っているの

ですけれども、そういう認識はあるというところでございます。 

（青砥参与）ありがとうございます。是非そのあたりも、プロジェクトを通じて、是非様々な

観点から評価いただいて、国内でもそういう従来以外のビジネスモデルが展開できれば、今

の話は少し変わってくると思います。よろしくお願いしたいと思います。 

  私からは以上です。 

（長谷川ＳＢＵ長）分かりました。ありがとうございます。 
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  我々どうしても技術とか、政策とかに目がいっちゃいますが、そういうビジネスモデルの

観点はちょっとありませんでしたので、アドバイスを頂きましたので、そういった観点でも

見ていきたいというふうに思います。ありがとうございます。 

（上坂委員長）それでは、畑澤参与から御意見を頂ければと思います。 

（畑澤参与）ＩＨＩの原子力事業の一番中心になる部分を御説明いただきまして、大変ありが

とうございました。 

  私の理解では、炉メーカーというのがあって、ＮｕＳｃａｌｅであったり、他にもあると

思うのですけれども、そこに格納容器とかそういう部品というんですかね、その一部を御社

の高い技術力を生かした製品を納入するという形な訳ですよね。その高性能の技術は、今ま

で蓄積されたステンレス鋼の技術、それから溶接の技術とか、そういうものを生かしてつく

るということ、それを提供するということだと思うんです。恐らく国際的にこれからも展開

していくと思うのですけれども、そのときに重要なのは、一つのモジュールをつくった場合

の標準的なモデルを世の中に早く広める、シェアを取るということではないかと思うのです

けれども、そのような国際的な枠組みはあるのでしょうか。国際的な標準化に裏打ちされる

と展開する上では非常に有利になると思いますけれども、その辺はいかがでしょうか。 

（長谷川ＳＢＵ長）標準化、特にＳＭＲは事業者も数多くという世界でしょうから、標準化が

重要であるという認識は持っております。 

  アドバイスいただいたように、標準化でなるべく先にそれを標準化させたものの方が強く

なる、それも正しくおっしゃっていただいたとおりだと思います。それもあって、色々なも

ののできるだけ初号機を狙っていきたいという中の一つがこのＮｕＳｃａｌｅなのだと思っ

ています。 

  過去では、米国のＡＰ１０００での初号機と言われているものを担ったという実績がござ

います。やはり初号機を経験しますと、２号機の段階では色々な経験とかノウハウがたまっ

てきますので、自然と生産性が上がります。そういった生産性が上がれば、他国または他社

に対しての強みがあるというところは認識していますので、そこをまずやっていきたい。そ

れは企業としてですね。 

  ただ、あまりにもがめつくやると、今度はこのＮｕＳｃａｌｅそのものの制約を我々が担

ってしまうというそういったところもありますので、ですので、標準化するのですけれども、

開示する範囲と、我々の方としてしまっておくところと見せるところのその線引きがすごく

重要で、少なくとも我々はこの今日お示ししたような溶接とか、そこは我々の専属であろう



－19－ 

 

というところで、そこは自分のものにした上でＮｕＳｃａｌｅと、または他の炉であればそ

のグループとお付き合いをしたいというふうに考えますし。他の同業者とのコミュニケーシ

ョンですと、やはり似たような考えは持っているのだな、という印象は持っております。そ

ういったところを大事にしたいというふうに考えております。 

（畑澤参与）ありがとうございました。 

  畑澤の方は以上です。 

（上坂委員長）小笠原参与からも御意見いただければと思います。 

（小笠原参与）御説明いただきまして、どうもありがとうございました。 

  私、外務省で現役の頃にはこういった原子力資機材の輸出のための、あるいは輸入のため

の国際条約を多々つくってまいりました。今世紀に入ってからも多くのそういった原子力二

国間協力協定が結ばれましたけれども、今世紀に入ってから結ばれたもののマジュリティは

日本の原子力産業を海外に展開するための公的な枠組みを整備したという趣が強かったかと

思います。なかなかこれまで実現してこなかったのですけれども、ようやく今回ＩＨＩさん

がＮｕＳｃａｌｅを通してＳＭＲを海外に展開されることになったことについては、心から

お喜びを申し上げたいと思います。 

  また、現在、原子力産業にいかにして人材を確保していくかということが非常に重要な課

題になっておりますが、こういった新しい革新炉が実現していくということはやはり人材確

保の観点からも大きなインパクトがあると思いますので、色々な観点から、今日御説明いた

だいたＳＭＲに関する取組というのは意義があると思います。 

  また、国内的にも、現在高市政権が進めている１７の戦略的投資分野の中で革新炉の一つ

としてＳＭＲが位置づけられていますので、そういった意味でも国民的な期待に応えて進め

ていただいていることに敬意を表したいと思います。 

  私からの質問ですが、先ほど来、既存の大型炉とそれからこのＳＭＲとのすみ分けについ

て質問、コメントがかなり集中しておりますけれども、私もそこのところ関心がございます。

それぞれがどういう比較優位を持っていて、どういうすみ分けがこの産業界で行われていく

ことをＩＨＩさんとして構想してらっしゃるのかについて伺いたいと思います。 

  ＳＭＲについて十数年前、最初に話を聞いたときには、むしろニッチの需要を埋めるため

のものだというふうに私は理解しました。例えば南極圏、極地圏、ですとか離島ですとか、

あるいは需要の規模が小規模な途上国で、多国から買電、電力を買ってくるというような資

力もないというようなところの需要を満たすためのものだと、そういうところに比較優位を
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持っている製品だというふうに私は理解していました。今回お話を伺って、必ずしもそうい

うところのみならず、もっと広いところで活躍できることを理解いたしました。 

  私の質問は、やはりＳＭＲでしか満たせない事業、そういったニーズとかマーケットとい

うものが引き続きあるというふうにお考えなのでしょうか。単に従来型炉の置き換えですと

か、あるいはＴＶＡさんみたいなところで使っているということではなくて、ＳＭＲならで

はの比較優位で、従来型の炉では賄えないようなニーズを賄えるという側面もあるんでしょ

うか。それについてちょっと教えていただければと思います。 

（長谷川ＳＢＵ長）大変よい質問をありがとうございます。小笠原参与のグッドクエスチョン

でなかなか難しいところなのですけれども。 

  そうですね、ＳＭＲではなくてはいけないものとか、大型炉でなくてはいけないものって

実はないんじゃないかなというふうに思っていまして、実は我々の中ではあまり区別してな

いというのが正直なところでございます。ただ、アプリケーション的には、おっしゃってい

ただいたように、離島とか、またはグリッドが弱いとか、そういったところではＳＭＲの方

が有利、それで完結できるというのもあるでしょうし。例えばもう既に大型の送電網がある

ところでもう一つ付け加えるのであれば、大型炉の方がいいのではないか、それも私は正し

い選択だと思います。 

  ただ、ＳＭＲならではというところは、例えば最近ですとデータセンターとかそういった

ところもありますけれども、そういった、データセンターも大型からやりゃいいじゃないか

という話もありますけれども、データセンターの脇に原子炉を置くとしたら、やはりそこの

原子炉って、そこがもし万が一のことがあってデータセンターそのものに影響を与えるよう

な立地であればいけないので、非常時でもそんな大型炉に比較すれば影響のあるのが少ない

ＳＭＲの方が有利な面もあるのかなというふうに考えます。 

  例えばですけれども、そういったデータセンターですとか、あとは化学プラントのメーカ

ーとか、自分が必要な容量の発電所で、その発電所の中で万が一の事故があってもクローズ

できるようなという、そういった発想もあると聞いておりますので、そういったところです

と大型炉よりもＳＭＲの方が有利なところはあるのかなといったところはあります。 

  もう一点、製造業、建設業の観点からですと、ＳＭＲの方が圧倒的に工場で製造できる範

囲が増えますので、もし現地の建設に関する能力が比較的苦手な国ですと、できるだけ工場

でモジュール化して、なるべく現地での建設は少なくしてあげるというＳＭＲの方が有利に

なる可能性はあると思います。 
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  ですので、そういったケースバイケースだという、そのすごくあいまいな答えになってし

まいましたけれども、そういうふうに考えている次第です。 

（小笠原参与）どうもありがとうございます。今後、エネルギーのサプライチェーンとか供給

者の構造というのは大きく変化してくると思います。でも、ＩＨＩさんはいかなる要求に対

しても製品を提供されるという能力を持ってらっしゃるとうかがいました。それで全体像を

よく考えてらっしゃるなと思って伺っておりました。 

  どうもありがとうございました。 

（上坂委員長）それでは、上坂から意見述べさせていただきます。 

  １１ページですが、ただいまの小笠原参与からの質問にも関連するのですが、例えばデー

タセンターへ電力供給する場合、非常に安定性が重要で、９９．９％と伺っているのです。

そういう場合、このようにモジュール化して、１基ずつ止めて定検にかけるということがな

いと解はないと思うのです。この場合、そういった形で１基ずつ定期検査を分けてやれるの

でしょうか。 

（小池プロジェクトグループ長）発電をするモジュールとタービンは１２個ずつございますの

で、１個だけ止めて、残りの１１基を運転し続けることは可能でございます。 

（上坂委員長）そういう要求を満たせるということ。 

（小池プロジェクトグループ長）はい。 

（上坂委員長）それから、これ青砥参与からの質疑にもありましたが、機器に関しては圧力容

器内が韓国のメーカーで、格納容器周りがＩＨＩで、アッセンブリーはサイトに応じて臨機

応変にやっていくと。それで、差し支えない範囲の回答で結構なのですが、この燃料はもう

製造メーカーとか決まっているのですか。 

（小池プロジェクトグループ長）燃料の方はフランスのフラマトム社の方で開発をしておりま

して、基本的にはそちらの方から供給されるところとなります。 

（上坂委員長）分かりました。 

  次に、人材育成に関してです。経済産業省資源エネルギー庁が人材育成の指摘事項の中に、

工場での高度な技術を持つ職能者の育成、増強があります。工業高校の学生の数、それから

企業への就職者の数が減っているという問題があります。そこら辺の現状はどういう状況で、

いかなる対策を講じられているかを教えてください。 

（長谷川ＳＢＵ長）いわゆる現場の職能を満たす方ですけれども、なかなか厳しいというとこ

ろが実情でございます。やっていることは、もう正直に、裏表なくやっているというところ
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でございまして、横浜工場ですと、神奈川県横浜市に位置しておりますので、特に神奈川県

の工業高校をめぐったりとか、あとは興味のある方にはインターンシップみたいな、高校生

のインターンシップみたいな形を取って、ちょっと体験していただいたりとか、そういった

ことはやっておりまして、何とか確保できているというところでございます。 

  基本は神奈川県周りになるのですけれども、それだけでは十分ではないという状況が正直

なところでして、ですので、北から南から、工業高校の先生方をなるべく知り合いになる機

会を得て、そこで工場長から、あまりもうお前担当という形ではなく、ほぼ色々な人間がリ

クルート活動を行っているといったところは正直な部分でございまして。その地道な活動を

続けていったりとか、または官公庁さんにも色々な御支援を賜りたいなというふうには思っ

てございます。 

（上坂委員長）原子力委員会も高校生向けの人材育成活動をやっておりまして、昨年８月は都

立戸山高校の学生と意見交換会、そしてこの定例会の傍聴。１月は福井南高校ですね。それ

から先日はむつ市の中学生との意見交換会もやりました。工業高校生も重要ということで、

日立製作所からお伺いしまして、日立工業専修学校の学生。それから敦賀の敦賀工業高校の

学生。いずれここに来て意見交換会とそれから定例会議の傍聴をしていただくということを

今検討しているところでございます。 

  今、我々ができることを具体的におっしゃっていただければ考えていきます。 

（長谷川ＳＢＵ長）そうですね。非常に暖かい言葉をありがとうございます。 

  最初は原子力といったものを高校生または中学生、または小学生かもしれません、分かり

やすくお伝えしていただいて、油断していると怖いものだとか思う、そういったものは間違

ってもないような形で、そういった啓蒙活動とか教育の機会を今後も提供していただければ

と思いますし。 

  あと、我々は今、先ほどインターンシップの高校生をと言いましたけれども、やはりそれ

我々ですと会社の周りに限られてしまって、それより外側、遠方の方は話はできるけれども、

インターンシップをできないところがありますので、もしそういった原子力施設にあまり縁

のない県の方でもインターンシップができるようなシステムをもし整えられて御支援いただ

ければ、そういった形でもいいと思いますしというところです。 

  先ほど日立さんのお名前上がりましたけれども、この人材に関しましてはもうライバルと

か競合とかそういった世界ではないと思いますので、我々たとえ日立さん系の方がいらっし

ゃっても、見せるのはやぶさかでもないですし、恐らく逆も真なりだと思いますので、産業
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のために本当に他社とも組んで、またはお客様とも組んでやっていきたいと思っております。

どうぞよろしくお願いします。 

（上坂委員長）今のインターンシップに関しては、文科省、経産省がやっている人材育成プロ

グラムでも十分対応できると思います。是非、原子力人材育成ネットワークもありますし、

また懇意な大学の先生方と相談されて、是非それを実施していただければと思います。 

（長谷川ＳＢＵ長）はい、分かりました。 

（上坂委員長）それでは、どうも本日は御説明ありがとうございました。 

（長谷川ＳＢＵ長）どうもありがとうございました。 

（上坂委員長）それでは、議題１は以上でございます。 

  説明者におかれましては、非常に恐縮ですけれども、御退席の方をお願いいたします。 

（株式会社ＩＨＩ 退室） 

（上坂委員長）次に、議題２について事務局から説明をお願いいたします。 

（中島参事官）続きまして、二つ目の議題、耐震安全性向上に係るＡＴＥＮＡでの取組につい

て。一般社団法人原子力エネルギー協議会、常務理事、赤司様、部長、髙尾様、副部長、熊

谷様より御説明を頂きます。 

  本件は原子力利用に係る基本的考え方の３の２、エネルギー安定供給やカーボンニュート

ラルに資する安全な原子力エネルギー利用を目指すに主に関連するものです。 

  それでは、御説明をお願いいたします。 

（赤司常務理事）原子力エネルギー協議会（ＡＴＥＮＡ）の赤司でございます。 

  本日はＡＴＥＮＡでの取組について説明させていただく機会を頂きまして、誠にありがと

うございます。本日は資料のタイトルにございますとおり、ＡＴＥＮＡでの取組、そのうち

耐震安全性向上に関する取組について説明をさせていただきます。 

  ページをめくっていただきまして、２ページ目に資料の目次を記載しております。まずは

ＡＴＥＮＡの概要について説明させていただいた上で、耐震安全性向上についての取組につ

いて。具体的には（１）として、令和６年元旦に発生いたしました能登半島地震、それを踏

まえた取組について、（２）といたしまして、先般発生いたしました中部電力での不適切事

案、それを踏まえました基準地震動策定に係る標準的なプロセスの取りまとめにつきまして、

（３）といたしまして、各種の技術課題を踏まえた技術レポートの発刊につきまして、最後

（４）といたしまして、その他の取組につきまして順次説明をさせていただきます。 

  それでは、３ページより、まずはＡＴＥＮＡの概要について説明をさせていただきます。 
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  ４ページ目には、ＡＴＥＮＡの組織としての概要を取りまとめております。ＡＴＥＮＡと

いうのは、一番上の行にありますとおり、Ａｔｏｍｉｃ Ｅｎｅｒｇｙ Ａｓｓｏｃｉａｔｉ

ｏｎの頭文字を取った略称でございまして、２０１８年７月１日に設立されまして、本年２

０２６年４月１日からは一般社団法人に移行しております。 

  役員は常勤の理事長１名、常務理事３名とともに原子力事業者やメーカーなどから選任さ

れました理事１８名、監事２名から構成されております。職員は約３０名で、原子力事業者

やメーカーから各分野の専門家が結集しております。 

  ＡＴＥＮＡは、後ほど説明いたしますが、原子力産業界全体をリードし、原子力の安全性

向上を促進していくということを使命としておりまして、原子力産業界の多数の関係各社、

機関に正会員、準会員、賛助会員として御参画いただいております。 

  ５ページ目にいっていただきまして、今ほどの４ページ目でちらっと触れましたけれども、

ここにはＡＴＥＮＡのミッションとビジョンをお示しさせていただいております。原子力産

業界全体の知見、リソースを企業や組織の壁を越えて効果的に活用して、規制側から言われ

るまでもなく自主的に安全対策を決定いたしまして、原子力事業者の現場への導入を促すと

いうこと、それによりまして、原子力発電所の安全性を高い水準に引き上げていくというこ

とをミッションとしております。 

  このミッションの実現のため、ＡＴＥＮＡ自らがリーダーシップを発揮して、要は周囲の

様子をうかがうような姿勢ではなく、一歩踏み出して取り組むということによりまして、原

子力事業者の安全性向上の取組を促していくということをビジョンとして定めております。 

  ６ページ目では、ＡＴＥＮＡの役割について、原子力産業界、さらには規制当局や社会と

のやり取り、関係性を通じましてイメージとしてお示しさせていただいております。 

  先に説明いたしましたとおり、この図の真ん中①にありますように、ＡＴＥＮＡは原子力

事業者に効果的な安全対策の導入、これを促していく訳ですが、その安全対策の検討、決定

に当たりましては、メーカー、ゼネコンを始めとする各企業、機関の知見、リソースを十分

に活用いたしまして、原子力安全推進協会（ＪＡＮＳＩ）としっかり連携いたしますととも

に、国内外の専門家とも広く意見交換を行っております。 

  さらに、安全性向上という共通の目的の下、②のように、規制当局であります原子力規制

委員会との対話を行いまして、また、下の方、③のように、立地地域や政府機関等を含む

様々なステークホルダーとのコミュニケーションを図っております。 

  次、７ページ目にはＡＴＥＮＡにおけます安全対策の検討、決定の仕組みをお示ししてお
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ります。左側の一番下の四角の箱、テーマに応じて設けられ、原子力産業界を代表する専門

家で構成するワーキンググループにおきまして個別テーマの検討を行いまして、その上の四

角にありますとおり、ＡＴＥＮＡ会員の実務者クラスが参画する運営会議、あるいは廃止措

置運営会議、さらにその上位の理事会におきまして安全対策を決定し、これらの活動の状況

につきましては社員総会で報告されております。 

  このＡＴＥＮＡの活動は、真ん中の青い四角の中ですけれども、理事長、常務理事と事務

局組織から成ります業務執行体制に支えられておりまして、右側にありますとおり、ＡＴＥ

ＮＡの活動は適宜公開をされております。 

  ８ページ目には、一つのトピックスといたしまして、本日の説明テーマであります耐震に

関する業務を担当する自然ハザード、これは地震や津波などのことですけれども、この自然

ハザードや土木、建築分野の体制強化をお示ししております。 

  後ほど詳しく説明させていただきますが、近年、自然ハザード、地震や津波や土木、建築

分野における技術的あるいは規制上の課題、これが拡大してきておりまして、それらの課題

に対し、ＡＴＥＮＡとしてのリーダーシップを発揮しながら各事業者や電力中央研究所と連

携し、的確に対応していくために２０２６年度から体制を強化いたしまして、土木、建築担

当の理事、これは私になりますけれども、を置くとともに、今後、土木、建築に関する技術

系の職員を拡大していこうというふうにしているところでございます。 

  それでは、９ページ目以降で耐震安全性向上に関するＡＴＥＮＡでの取組を具体的に説明

させていただきます。まず、令和６年能登半島地震を踏まえた取組について説明をさせてい

ただきます。 

  １０ページ目を御覧ください。 

  令和６年能登半島地震は元旦に発生いたしまして、マグニチュード７．６という非常に大

きな規模の地震でございました。震度７という大きな揺れを観測いたしまして、このページ、

写真にもありますとおり、建物が倒壊するなどの大きな被害が出ておりました。 

  １１ページ目には、この令和６年能登半島地震で観測された事実や現象をまとめておりま

すが、この右上の図にありますとおり、１５０キロ程度の非常に広がりを持つ長い領域の断

層が活動いたしまして、左下にありますとおり、津波が発生いたしまして、日本海沿岸の広

範囲に津波が到達しておりますとともに、富山湾内では海底地すべり、その兆候も確認され

ておりました。 

  また、右下にありますとおり、海岸線の沿岸付近では大きな地盤の隆起も観測されまして、
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湾岸設備に大きな影響を及ぼしております。この隆起につきましては、頻繁に報道されてお

りましたので、皆様も御記憶にあるのではないかと思います。 

  １２ページ目にまいりますが、この令和６年能登半島地震でのこのような観測事実や現象

に照らしまして、従来のハザード評価に反映すべき知見はないかという観点での整理を進め

るため、ＡＴＥＮＡでは２０２４年２月に能登半島地震知見整理サブワーキンググループを

いち早く立ち上げまして、知見の収集、整理を行っております。令和６年能登半島地震に関

する最新情報につきまして、活断層・地盤、地震・地震動、津波のそれぞれ各分野で約３，

０００件の文献を入手いたしまして、現時点の評価に反映すべきものはないかという観点だ

けではなく、今後明らかになり、将来的に反映が必要になるものもあるのではないかという

観点でも整理を行っております。 

  その結果、令和６年能登半島地震から得られました知見、これはこれまでの地震動や津波

評価と整合しておりまして、原子力発電所の地震、津波評価手法の見直しを要する喫緊の課

題はないということを確認しております。 

  １３ページには知見の収集、整理の活動報告をもう少し詳しくまとめております。活断

層・地盤、地震・地震動、津波の各分野ごとに定期的に情報をリストアップいたしまして、

内容を検証していきました。なお、収集いたします情報、これは学会、大学、研究機関等の

情報のみならず、新聞などで伝えられます速報的な情報も含めまして、網羅的に収集、整理

を行っております。 

  この情報の収集、整理に当たりましては、より効率的、効果的な収集、整理が実施できま

すよう、各分野ごとに三つの作業会を設けまして、さらに電力中央研究所の有識者も交えて

検討を行っております。収集した情報に対しましては、従来評価に対する影響を確認するた

めに、このページの下の方、矢羽根で例示しておりますような細かい観点を設定いたしまし

た、従来評価の見直しが必要となるかどうかという検討を行いました。 

  三つの作業会それぞれでの検討結果は、上位の能登半島地震知見整理サブワーキンググル

ープに上げまして、総合的な観点での検討を行っております。 

  １４ページ目は今ほど説明いたしました活動の内容をフロー図の形でお示ししているもの

でございます。 

  １５ページ目にいっていただきまして、情報の収集、整理の結果をまとめております。一

番上の黒四角のとおり、令和６年能登半島地震での観測事実や現象、これは既往の知見に基

づいて、おおむね評価できるという結論でございまして、もう少し詳しくブレークして申し
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上げますと、一つ目の矢羽根、活断層につきましては、地震を起こした活断層の分布は、事

前の調査で想定されていたものでありまして、従来の調査、探査で確認可能であるというも

のでございました。 

  ただし、二つ目の丸にございますとおり、活断層の連動の考え方につきましては、各サイ

トの地域性なども考慮した上で、個社で検討、判断する必要があるというものでございます。 

  それから、二つ目の矢羽根の地盤の隆起につきましては、従来の評価式と整合的で、要は

これまでの評価式で大きな隆起ではございましたけれども、評価できるという結論でござい

まして、さらに仮に取水、原子力発電所で水を取るということに影響が生じたとしても、原

子力発電所の安全性は確保できるということを確認しております。 

  それから、三つ目の矢羽根、地震動につきましては、１，０００ガルを超えるような記録

も得られておりましたが、既往の経験式と整合的であるということを確認しております。 

  それから、四つ目の矢羽根、津波評価につきましては、地震発生前の津波想定を下回って

おりまして、既往の津波評価に大きな課題は確認されず、波源、津波を起こした大元のモデ

ルにつきましても、既往の知見に基づいて、おおむね評価できるということを確認しており

ます。 

  以上のとおり、知見の収集、整理結果は、既往の評価に影響を与えるというものではござ

いませんでしたが、上の方の二つ目の黒四角のとおり、ＡＴＥＮＡといたしましては、これ

で耐震安全性向上に向けた歩みを止めるということではなく、引き続き自主的に各種研究機

関の分析、評価等の情報収集を行っていく所存でございます。 

  それでは、１６ページ目にいっていただきまして、ここからは二つ目の話題、基準地震動

策定に関する標準的なプロセスの取りまとめについて説明をさせていただきます。 

  １７ページを御覧ください。 

  この基準地震動策定に関する標準的なプロセスの取りまとめ、これは中部電力で発生いた

しました不適切事案、これを発端とした取組なのですが、このページでは、まず中部電力の

不適切事案が何だったのかということをお示ししております。 

  本年１月５日の中部電力による公表、このページはそれを掲載しておりますけれども、浜

岡原子力発電所の地震動評価における代表波選定、そのプロセスにおきまして、まず左下、

方法①、原子力規制委員会の審査会合での２０組の地震動とその代表波のセット、これを一

つ作成しますという説明に対して、実は一つではなく、多数のセットを作成しまして、その

中から一つのセットの代表波を選定したということ。 
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  それから、続きまして、方法②、２０組の中から平均に最も近い波を代表波とすると説明

されていたのですけれども、そうではなくて、多数の波の中から、まず先に代表波を意図的

に選定した上で、それが２０組の平均に最も近くなるように残りの１９組を選定して、要は

後付けで結論を先に決めて、そのプロセスを後から決めるというようなことをやっていた、

こういう二つの不適切なことが行われていたというふうにされております。 

  １８ページ目にいっていただきまして、この中部電力の不適切事案につきましては、原子

力に対する国民の信頼を揺るがし、原子力産業界全体に影響を及ぼす重大な事案でございま

して、現在も続いている中部電力の第三者委員会、これ、名称を最近、調査委員会というふ

うに改められておりますけれども、それによる調査や原子力規制委員会による検査で何か明

らかになってから動くという待ちの姿勢ではなく、ＡＴＥＮＡにおきましては自主的にいち

早く対応を開始しております。 

  まず①、１月９日にはＡＴＥＮＡの会員であります電力事業者、プラントメーカー及び関

係団体における原子力部門の責任者に対しまして、適正な事業運営に努めるよう注意喚起を

発信いたしまして、続いて②、１月１３日には方法①と方法②に関しまして、中部電力以外

の事業者における基準地震動策定プロセスの確認を開始いたしました。 

  続いて１９ページ目、③、前のページで説明いたしました中部電力以外の事業者の確認に

おきまして、基準地震動策定プロセスが適切であるということが確認できましたので、それ

を１月１９日にＡＴＥＮＡのホームページで公表をしております。 

  そのホームページで公表した内容は、このページの下半分にお示しさせていただいており

ますが、方法①につきましては、原子力規制委員会の審査ガイドに基づいた手法で評価され

ておりまして、この評価プロセスを原子力規制庁に説明しているということ、方法②につき

ましては、代表波を意図的に策定している事実はないということ、これを確認いたしまして、

さらにこれで終わりではなく、第三者委員会、調査委員会の調査結果などを踏まえ、今後と

も確認を実施していくという姿勢、これも併せて公表しております。 

  また、上の方に記載しております黒ポチの一つ目ですが、並行して各社の品質保証活動の

状況についての確認も実施しておりまして、二つ目の黒ポチにありますとおり、待ちの姿勢

ではなく、基準地震動策定や代表波策定の共通的なプロセスや、品質保証活動の改善に向け

た検討、これを産業界、関連団体と連携して対応を進めておりまして、今後その検討結果を

取りまとめ、産業界に提案していくということとしております。 

  ２０ページ目にまいりまして、このページでは前のページまでに説明いたしました１月１
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９日までにＡＴＥＮＡで確認したことのまとめとともに、現在実施していること、さらに今

後実施することをお示しさせていただいております。 

  １月１９日までに確認したことは、一番上の四角に書いておりまして、前ページで説明し

ましたことに若干言葉を足しておりますが、一番上の箱の中の一つ目の黒ポチ、各社の確認

は各社の地震動担当者が集まるＡＴＥＮＡのワーキンググループにおきまして、専門的な見

地から確認を行いまして、二つ目のポチにありますとおり、規制委員会のガイドに基づく手

法で、かつ工学的に一般的なプロセスで評価されているということ、これは何を言っている

かといいますと、何それとワーキンググループの関係者が思うようなレアなやり方ではなく

て、関係者がなるほど、と思うような、一般的に知られたプロセスで評価されているという

こと、これを確認しているということでございまして、さらに三つ目のポチ、代表波を意図

的に過小評価したりしていないということも確認しております。 

  とはいえ、このような地震動評価の具体的なプロセスにつきましては、現状におきまして

規制上の規則やガイド、さらには民間の技術指針などにおきましても、必ずしも明確化され

ていないという実態もございます。ですので、現在から今後実施することの基準地震動関連

の四角の箱に記載しておりますとおり、基準地震動の選定や代表波の策定における共通的な

考え方、プロセス、これをＡＴＥＮＡで取りまとめて、ＡＴＥＮＡのガイドとして策定いた

しまして、事業者に展開していこうとしておりまして、既に検討を鋭意進めているところで

ございます。 

  また、品質保証活動関連の箱にお示ししておりますとおり、原子力安全文化に係る活動、

それからＣＡＰ活動、品質記録のトレーサビリティーにつきまして、各社の状況を品質保証

ワーキンググループにより集約済みでございまして、二つ目のポチにありますとおり、今後、

第三者委員会、調査委員会の調査結果などの新たな情報で共通改善事項が確認された場合は、

ＡＴＥＮＡガイドとして策定し、こちらにつきましても各社に展開する予定でございます。 

  ２１ページ目でございますが、以上の基準地震動策定に関する標準的なプロセスの取りま

とめに関するその取組のまとめでございます。今般の中部電力の不適切事案は、まずは各社

が品質保証システムの再確認と改善を進めるということが重要でございますが、ＡＴＥＮＡ

といたしましては、事業者の活動全体を見直す機会であると捉えまして、前ページまでに説

明させていただいた取組に加えまして、今後とも更なる改善に取り組んでまいります。 

  ＡＴＥＮＡといたしましては、今回の事案は安全文化、技術者倫理及び品質保証の観点か

ら重大な課題を示すものと重く受け止めまして、原子力安全推進協会（ＪＡＮＳＩ）や電事
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連の関係機関と連携し、改善に注力してまいります。 

  なお、一番下の矢羽根でございますけれども、この地震動標準プロセスにつきましては、

７月２９日の第２４回原子力規制委員会に原子力規制庁から報告されましたとおり、原子力

規制委員会が開催する公開の意見交換会合におきまして、外部有識者を交えた意見交換が実

施される予定でございまして、その意見交換を踏まえて、この標準プロセスを仕上げていく

という予定としてございます。 

  では、２２ページ目をお願いいたします。ここからは技術レポートの発刊という取組につ

いて説明をさせていただきます。 

  これはＡＴＥＮＡとしての活動の中で原子力産業界、規制社会において安全性向上にとっ

て重要だと認識された技術的な課題について、技術レポートという形で取りまとめて広く展

開を図るという取組なのですが、２３ページ目にいっていただきまして、技術レポートとい

いましても、ＡＴＥＮＡが取りまとめるものには、このページの下半分に書いておりますと

おり、幾つかの種類がございまして、例えば手順や仕様などを標準的に文書化したガイド文

書というもの。先ほど説明いたしました基準地震動策定に係る標準的なプロセス、これはこ

のガイド文書に該当するものでございます。あるいは、個別課題に対する評価や権限、提言

などを示す技術レポートというものなどの種類もございます。 

  本日はこれらのうち重大事故等対処施設免震構造設計ガイドラインというガイド文書と地

すべりの識別方法及び安定性評価方法という技術レポートについて簡単に御紹介させていた

だきます。なお、これらの文書は既に発刊されております。 

  ２４ページ目をお願いいたします。 

  まずは重大事故等対処施設免震構造設計ガイドラインについてでございますが、二つ目の

矢羽根にありますとおり、原子炉建屋等の耐震構造、これは地震による短い周期かつ強い揺

れの影響を受けやすいのに対しまして、免震構造というのは、御承知のとおり、構造物が揺

れる周期を長周期化し、さらに大きな減衰も付加するということによりまして、このページ

の左下の図でイメージでお示ししておりますとおり、地震による短い周期かつ強い揺れとの

共振を避ける、免れるというもので、日本のみならず世界各国で既に広く実用化されている

という技術でございます。 

  一つ目の矢羽根のとおり、ＡＴＥＮＡのガイドラインは重大事故等対処施設のうち、常設

のもの、すなわち可搬設備などの動くものではない固定化されたものを対象としておりまし

て、三つ目の矢羽根、これらの構造物を免震化することによりまして、地震による同時損傷、
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その可能性を低減し、大地震時のバックアップ設備としての多様性を持たせるということが

できますので、安全性向上が期待できるものと認識しております。 

  また、四つ目の矢羽根にありますとおり、重大事故等対処施設は一般汎用設備を活用する

という場合も多くございますので、免震によって地震力を低減し活用できる設備の範囲、幅

を広げるということが可能になるものでもございます。 

  では、２５ページ目にいっていただきまして、ここでは地すべりの識別方法及び安定性評

価方法の技術レポートについて説明をさせていただきます。国の規制では耐震上重要な施設

は将来活動する可能性のある断層の活動によって変位、要はずれが生じるおそれがない地盤

に設けなければならないとされておりまして、将来活動する可能性のある断層等は、①震源

として活動する活断層、②地震活動に伴って永久変位が生じる断層のいわゆる地震時の断層

の活動によるものに加えまして、③支持地盤まで変位、変形が及ぶ地すべり面を含むとされ

ておりまして、断層活動ではない地すべりまでも断層と同じように評価するということが求

められております。 

  国の審査ガイドには、断層と地すべりは区別が困難な場合があるとの留意事項も付記され

ておりまして、下から二つ目の矢羽根のとおり、断層とは明らかに区別できる地すべり、要

はこれも断層ではない地震時に起きたものではない地すべりまで断層と同じように評価する

ということになっておりまして、これは必ずしも合理的ではないというふうに考えます。 

  ですので、断層と地すべりとが明らかに区別できる場合は、断層と同じような年代に基づ

く基準で評価するのではなく、地震の際に地すべり面が滑るか、要は地震の際に地すべりが

起きるかということで評価すべきというふうに考えまして、地すべりの識別方法と地すべり

が起きるかどうかの安定性評価方法に付いている技術レポート、これをＡＴＥＮＡで取りま

とめております。 

  ２６ページ目には、これは技術レポートで取りまとめた内容を表で整理しております。多

くの２点のポイントを青字で書いておりまして、②、上の方、地震活動に伴って永久変位が

生じる断層と、③支持地盤まで変位、変形が及ぶ地すべり面とについて、どういう場合に区

別できるかということ、さらに地すべり面が滑動する、滑るかどうか、これは下の方の青字

ですけれども、すなわち地すべりが起きるかどうかをどうやったら評価できるかということ、

これを技術レポートにまとめております。 

  続きまして、２７ページ目、最後にその他といたしまして、現在、技術レポートの取りま

とめに向けて継続的に検討中の取組を説明させていただきます。 
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  ２８ページ目を御覧ください。 

  国の規則等では、耐震重要施設及び兼用キャスクは、変形した場合においてもその安全機

能が損なわれるおそれがない地盤に設けなければならないとされておりまして、この安全機

能が損なわれるような大きな変形を招くという原因の一つが、液状化という現象になります。

この液状化という現象につきまして、現在は国の審査ガイドに従いまして、地盤物性値のば

らつきを考慮した上で、地震時の地盤の非線形挙動や構造物と地盤の動的相互作用、これを

考慮して評価しております。 

  しかし、この現行の評価手法はいささか古い部分もございまして、過度な保守性が含まれ

る場合がある。少し言い過ぎな表現かもしれませんけれども、実態としては安全であるもの

が、保守性の名の下に安全ではないかのような評価になってしまっている現状がございます。

ですので、このような現状を踏まえまして、ＡＴＥＮＡにおきましては、発電所に分布する

地盤の特性等に応じまして、過度な保守性を回避いたしました合理的な液状化の評価を確立

することを目的といたしまして、技術レポートを取りまとめ中でございます。 

  では、２９ページ目、最後に本日の説明のまとめでございます。一番最後のページ、３０

目をお願いいたします。 

  ２０１８年の設立以降、ＡＴＥＮＡは日本の原子力産業界におきまして自律的かつ継続的

な安全性向上をリード、促進するような活動を展開してきたところでございます。ＡＴＥＮ

Ａは規制当局とは産業界を代表して議論や対話を行い、信頼関係を構築し、原子力利用の健

全な推進を実現してまいります。エネルギー資源に乏しい日本では、安全性の確保、向上、

これを大前提といたしまして、原子力エネルギーを持続的、有効的に活用することが重要で

ございまして、ＡＴＥＮＡは発電所運用の高度化を進める他、将来に向けた新設に関する取

組も進めてまいります。 

  説明は以上でございます。御清聴ありがとうございました。 

（上坂委員長）赤司様、御説明ありがとうございます。 

  それでは、ただいまの御説明に対しまして、４時２０分までをめどに質問をさせていただ

きます。 

  直井委員からお願いします。 

（直井委員）どうも赤司様、耐震安全性向上に関わるＡＴＥＮＡさんの取組について、大変分

かりやすく御説明いただきまして、ありがとうございます。 

  ２０２４年の能登半島地震の状況を踏まえて、その最新の情報に基づいて活断層、地盤、



－33－ 

 

地震、地震動、津波に関わる評価方法について、見直しが必要になるかどうかを検討した結

果、これまでの評価方法で評価できるという検討結果、これは国民の不安を解消するもので、

大変分かりやすく発信をしていただきたいなと思いました。 

  それで、ＡＴＥＮＡさんのミッションそのものがとても重要なミッションでありまして、

国民には自主的に安全性を高めるためのそういった組織があって活動しているというような

こと、それから規制委員会ともそれに向けた対話を行っていることを、是非とも理解してい

ただきたいというふうに思いました。 

  それで、６ページ目にＡＴＥＮＡさんの役割の御説明で、安全性向上の取組に関する社会

とのコミュニケーションという役割がございますけれども、これにつきまして、具体的にど

ういうような活動をなされているか教えていただけますでしょうか。 

（赤司常務理事）ＡＴＥＮＡの赤司でございます。御質問ありがとうございます。 

  ＡＴＥＮＡの取組、社会とのコミュニケーション、一例といたしまして、先ほど御紹介さ

せていただきました能登半島地震に関する知見の整理結果につきましては、ＡＴＥＮＡのホ

ームページに資料をアップいたしまして、広く一般の方々にも御覧いただけるような形で公

表をしております。 

  その他のＡＴＥＮＡの取組につきましても、例えばガイドをまとめた場合、技術レポート

をまとめた場合等につきましては、ホームページで公開をし、広く御覧いただけるような形

で公表しております。 

  以上でございます。 

（直井委員）どうもありがとうございました。私もホームページを見させていただきましたけ

れども、非常に専門的で、やはり一般の方の理解を得るというには、ちょっと違うかなとい

うふうに感じたので、質問させていただきました。非常に重要なミッションを担っておられ

るＡＴＥＮＡさんからの発信というのは、国民の理解を促進する上では非常に貴重なものに

なると思いますので、是非頑張っていただきたいなというふうに思いました。 

  それから、中部電力の基準地震動の策定におけます不適切事案に関しましても、ＡＴＥＮ

Ａさんがすぐに事業者の注意喚起ですとか確認作業について発信を行っていただいたことは、

評価したいというふうに思います。それで調査委員会の報告書が出ましたら、ＡＴＥＮＡさ

んとして迅速かつ適切に動いていただくということが必須と思いますので、どうぞよろしく

お願いしたいと思います。 

  それで２０ページで基準地震動の選定や代表波策定におけるガイドを、ＡＴＥＮＡさんと
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して策定をするということも検討中というようなお話がございました。それで規制委員会の

方も審査ガイドというのがあって、その審査ガイドとＡＴＥＮＡさんが作ろうと今検討され

ているガイドというものの違いを教えていただけますでしょうか。 

（赤司常務理事）ＡＴＥＮＡの赤司でございます。御質問ありがとうございます。 

  まず、ＡＴＥＮＡがまとめますガイドにつきましては、これはＡＴＥＮＡとして取りまと

め、そのＡＴＥＮＡの会員として参画しております事業者にそれを活用して、それに基づい

て基準地震動を策定していただくという技術的な基準をまとめたものというふうに御理解い

ただければよろしいかと思います。 

  技術的な観点としてまとめたものという意味では、規制委員会、規制庁がまとめておりま

すガイドも性格的には同じようなものではございますけれども、飽くまで規制委員会のガイ

ドは、審査をする観点で押さえるべきポイントが整理されたものであるということですので、

位置付けが違うというふうに御理解いただければよろしいのかなと。留意すべきポイント、

実質的なポイントをまとめたものであるという意味では、大きくは変わらないのかなと私は

理解しております。 

（直井委員）先ほどの御説明の中で一般的な工学に基づいた評価というような御説明をされま

したが、一般的な工学の評価の手法みたいものが記載されたようなものというふうに考えれ

ばよろしいのですか。 

（赤司常務理事）ＡＴＥＮＡの赤司でございます。 

  そのとおりでございまして、ＡＴＥＮＡがまとめますガイドは一般の知見として、例えば

Ａという手法があります、Ｂという手法もありますというようなものを網羅的に、こんなや

り方、こんなやり方、こんなやり方があって、それをどんなやり方をするという判断をする

ときは、こういう判断の仕方をするのですよ、ということのまとめというものが、ＡＴＥＮ

Ａのガイドになります。 

  どういう判断をしたのというのをちゃんと確認しますよというものが記述されたのが、規

制委員会の方のガイドというふうに御理解いただければいいかなと思います。 

（直井委員）どうもありがとうございました。失われた信頼を回復するためにも国民に向けた

メッセージ、それからコミュニケーションが大変重要になってまいりますので、どうぞよろ

しくお願いしたいと思います。 

  私からは以上です。 

（上坂委員長）吉橋委員、お願いします。 
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（吉橋委員）赤司様、御説明ありがとうございます。ＡＴＥＮＡさんの活動によって、事業者

が自主的に安全向上に向けて活動できるというのは、本当にすばらしいことだと思います。 

  今回、御説明がありましたように、自然ハザード、今日お話しいただいた中でも地震、津

波、地盤隆起、地滑り、液状化と様々な事象が起こるかもしれないというようなことに対し

て、様々な検討したり対策を講じたり、本当に大変なことだと思いますし、先ほど直井委員

がおっしゃられたように、そういうことを一つずつ示すことが国民の信頼を得る一歩だなと

いうことを思いながら、お話をお聞かせいただきました。 

  私も先ほどの審査ガイドの話がちょっとどうしても少し理解できていないところがあって、

中部電力さんの事例の下に基準地震動の策定のお話等を御説明いただいたかと思うのですけ

れども、その後色んなところで他の事業者さんからも基準地震動に関する御説明をお聞きし

て、方法が色々とあることがわかりました。これが上手く、先ほどの技術的ということで工

学的にどういう判断をするのかというお話があったかと思うのですけれども、この評価の統

一化というのはやはり難しいのでしょうか。この方法で皆さんやりましょうというような統

一化するというのは難しいのでしょうか。 

（赤司常務理事）ＡＴＥＮＡの赤司でございます。御質問ありがとうございます。 

  大きな地震動、例えば地震動の評価の流れとしては、現状でもある意味統一されていると。

要は活断層がありまして、その活断層の大きさを決める。そこからどれぐらいの揺れが伝わ

ってくるかの過程をモデル化して評価をする。それが、実際に発電所がある場所でどういう

増幅なり減衰なりがあるか、という評価をするという大きな流れは統一されているというも

のでございますが、例えば地震が起こるという活断層、これもいわゆる陸上にある活断層と

プレートとプレートの境界、地震の起こり方というか、性質が異なりますので、それを一つ

のやり方で統一するというのは、ちょっと現実なかなか難しい。 

  さらに、地震動が揺れが伝わっていく過程、これも色んな地域的な特性、癖がございまし

て、それをなかなか統一的にやるというのは難しいというところがございます。 

  ですので、大きな流れとしては共通しているのですけれども、活断層をどう評価しますか、

揺れの伝わり方をどう評価しますかというのは、それぞれの地域性、地域の特徴に応じて、

やっぱりそれを計算する人が判断するということになります。 

  今ＡＴＥＮＡのガイドとしてそれを整理しようとしているのは、今までは各電力会社がそ

れぞれの判断でそれぞれの知見を引っ張ってきてやっていたのですけれども、それをこうい

う場合はこういう知見があります、こういう場合はこういう知見があります、それを各地域
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の特性に応じて選んでくださいねというところまで踏み込んで整理しようとしているという

のが、ＡＴＥＮＡのガイドになります。 

  以上でございます。 

（吉橋委員）大変よく分かりました。沢山のモデルやシミュレーション方法が開発されて、検

証もされているのだろうなと思っていて、そういった中でどうして同じモデルをみんなが使

えないんだろうなということも、ずっと疑問に思っていたのですけれども、その地域性だっ

たり、プレートの違いであったり、そういうところで判断しなければいけない、という御説

明、非常に腑に落ちました。ありがとうございます。 

  私からは以上になります。 

（上坂委員長）それでは、参与からも御意見を頂ければと思います。 

  それでは、青砥参与から御意見を頂ければと思います。 

（青砥参与）どうも御説明ありがとうございます。ＡＴＥＮＡの最近の活動状況についての報

告、大変興味深くお聞きしました。直井委員もそうですし、吉橋委員も同じように問題視さ

れていたこのＡＴＥＮＡの技術レポートの今後の展開、狙いについて、もう少しお話をお聞

きしたいと思います。 

  私たちが考えますと、このＡＴＥＮＡ技術レポートの内容が、今後極めて有効に利用され

るためには、私の感覚だと三つの観点から、そのレベルを評価していく必要があると考えま

す。 

  一つ目は、いずれにしても中身はともかくとして、中身の信頼性をどう確保したかという

ことを、透明性を持って語られない限り、あるいはその評価結果が出されないと余り意味が

ないのではないか。頑張ってやりましただけで済む話しではないので、そうすると、これら

のガイド文書にしろ技術レポートにしろ、どうやってその中身の信頼性が確保されたか、担

保されたかということをどう説明するのかについて考え方をお聞きしたい。 

  それが例えば中立的な学協会で評価をしていただくのもいいかもしれないし、様々な観点

から公開情報として発表するのもいいかもしれないが、どうされたいのか。 

  次の１点が、せっかく作ったこうした文書あるいはレポートが、ＡＴＥＮＡを支えている

事業者、業界に対して逆にどう要求されているのか。それはちゃんと使えと言っているのか、

参照しなければ認めないというほど、かなりルール化されたものなのか。というのは、そう

したことの積み重ねがないと、今度は反対に使われていないものがそこにあっても意味が多

分皆さんに通じない。 
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  そうすると関係する事業者、業界に対して、ある程度こうした概念、技術の内容、評価の

内容が義務化される、要求されないといけない。じゃ、そのステップはどう考えておられる

のか。 

  最後の一つが、皆さんも気にしている規制側との認識共有、あるいは規制側の認知といっ

たものをどう得るのか。 

  そうした三つの観点、レベルから今後の展開についてどうされていって、せっかくのレポ

ートが有効に利用されるように考えられているのかお話しいただきたい。 

（赤司常務理事）ＡＴＥＮＡの赤司でございます。御質問ありがとうございました。 

  頂きました３点、一つずつお答えさせていただきますと、まず一つ目の観点、このレポー

ト等を検討することの信頼性につきましては、これまでも策定いたしました技術レポート、

あるいはＡＴＥＮＡのガイド等につきましては、学識者の方でありますとか、あるいは学協

会にお願いをしてレビューをしていただいて、おかしくないものだという回答を頂いている

というものがございます。 

  さらに、これは現在進行形なのですけれども、信頼性プラス透明性という意味では、先ほ

どの地震動のガイドラインにつきましては、規制庁、規制委員会と公開の意見交換という場、

そこに更に学識者の方にも入っていただいて、議論をしながら作り上げていくという形を取

ろうとしておりまして、そういう形でこの地震動のガイドだけではなく、そういう形で今後

やっていくことができれば、信頼性プラス透明性も高めていくことができるのではないかと

いうふうに考えております。 

  それから、続きまして、２点目の御質問。業界への要求という意味では、これはＡＴＥＮ

Ａの中でルール化をしているものなのですけれども、ＡＴＥＮＡの中の理事会という最上位

の会議体がございまして、例えばＡＴＥＮＡでガイドを定めたときは、その理事会におきま

して承認を得るという行為をいたします。 

  その承認に当たりましてのＡＴＥＮＡのルールが、理事会のメンバーのうち８割が賛成を

すれば、承認を得たものという形を取りまして、さらに承認が得られたものに対しましては、

ＡＴＥＮＡの会員各社はそれに対してコミットをする。まさにそれを遵守するということが

約束になっておりますので、ＡＴＥＮＡとして作り上げたものが間違いなくＡＴＥＮＡの会

員、業界の中で活用されていくようにというような仕組みを作っております。 

  最後、３点目の御質問。規制側との共有につきましては、これは先ほどちらっと申し上げ

ましたガイドを作る過程で規制側と意見交換をするということはもちろん、これは例えばＡ
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ＴＥＮＡの理事クラスと原子力規制委員との意見交換は定期的に行っておりまして、さらに

実務レベル、ＡＴＥＮＡの職員、さらに実務レベルでは、ＡＴＥＮＡの職員や規制庁で実際

に審査を行う担当者との意見交換も定期的に、これはかなり頻繁に行っておりまして、これ

は規制側も我々もＡＴＥＮＡもかなり意識をしながらコミュニケーションを図り、認識の共

有を図るということを進めております。 

  以上でございます。 

（青砥参与）ありがとうございます。是非それを進めていただいて、途中にあった中部電力の

話がそうしたものから出てこない、二つ目のレベルの説明にあった、事業者がちゃんとコミ

ットして、それに従う、そういう要求をしているということが確実に行われていくことが、

次の信頼性につながるものと思います。是非お願いしたい。 

  私からは以上です。 

（上坂委員長）畑澤参与から御意見を頂ければと思います。 

（畑澤参与）原子力事業者で構成されるＡＴＥＮＡ会員の皆様が、自主的に安全対策、安全向

上のための活動を活発になさっているということをお聞きして、大変安心な気持ちを強くし

たところです。大変御苦労さまです。 

  この中で最後のところに技術レポートがございましたけれども、この中に例えば液状化の

評価は過度な保守性が含まれている。この過度な保守性を回避した合理的な評価を目的とし

て、取りまとめをなさっている途中だということでした。 

  この過度な保守性というのは、放射線、放射性同位元素を使う他の分野でもよく出てくる

キーワードになっていると思います。放射線利用の分野では安全性を担保するためには、厳

しめに基準を決めているというのが現実だと思うのです。これを合理的な形で、若しくは科

学的なエビデンスに基づいた説得力のあるレポートにするためには、今回はステークホルダ

ーで構成されるＡＴＥＮＡからの技術レポートですけれども、中立的な、若しくは学術、そ

れから学会、そういうところの意見を捉えた上での提案というのが適切ではないかなという

ふうに思います。合理的なというのは、何を基準に合理的と言うか、なかなかクリアでない

ところがあります。規制する側はこれで合理的だ、利用する側はこういうのが合理的だと思

う、というようなコンフリクトが発生するのが今までの歴史だと思います。 

  この原子力エネルギーの分野だけではなくて、その辺のところをどういうふうにお考えか、

もし方針というか、ビジョンがございましたらお聞かせいただければなと思います。よろし

くお願いします。 
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（赤司常務理事）御質問ありがとうございます。ＡＴＥＮＡの赤司でございます。 

  まず、科学的な合理性という意味では、例えば先ほど御質問いただきました液状化のレポ

ートにつきましても、学識者の方に見ていただき、御意見を頂きながら仕上げていっており

ますので、学術的な裏付け、科学的な裏付けは取れたものとして整備をしていっているとこ

ろでございます。 

  そもそも合理的という表現についてなんですけれども、過度な保守性という頭があったの

で合理的という言い方を申し上げましたけれども、冷静に考えますと、それこそ液状化レポ

ートでも学識者の方とやり取りしていますと、明らかに実現象に照らすと、保守的という言

い方だけれども、実現象もあり得ない実現象で想定しているような評価になってしまってお

りますので、保守的というか合理性というよりも信頼性、実現象に照らした信頼性としてお

かしいのではないかと。おかしいと言うと、またちょっと言い過ぎかもしれませんけれども、

実現象に照らしてどうなのかという信頼性という意味で、よりそれに近づけていくという考

え方なのかなというふうに私は考えております。 

  なので、過度な保守性を排除する、どうしてもちょっとそういう言い方になってしまいま

すけれども、そうではなくて、現状保守性はもちろん必要なのだけれども、それをより実現

象に照らした正しいもの、合理的なもの、その言い方は難しいのですけれども、より実現象

に照らした観点でブラッシュアップしていくということであるというふうに考えております

し、ＡＴＥＮＡとしてもそういう考え方で取り組んでいきたいというふうに考えております。 

（畑澤参与）どうもありがとうございました。 

  畑澤の方は以上です。 

（上坂委員長）それでは、小笠原参与、御意見を頂ければと思います。 

（小笠原参与）今日はＡＴＥＮＡさんの多面的な活動、貢献について御説明いただきまして、

どうもありがとうございました。今のＡＴＥＮＡさんの御説明を伺った限りでは、幾つかの

点で非常に重要な貢献をなさっていらっしゃると思います。 

  ＡＴＥＮＡの役割を６ページ目に掲げていらっしゃいますけれども、原子力安全に関する

事業者の方のレベルアップ、皆さんがお互い切磋琢磨されているということ、それから１社、

各社だけでやるよりも、安全性に関する研究とか開発は、一緒にやった方がスケールメリッ

トが働いて、効率化も期待できるのではないかと感じました。 

  また、規制当局との対話も大きな政策的な問題について、個々の審査に参加しておられる

個社の方々がやるよりは、こういった枠組みを通じてなさった方が、建設的なこともあるの
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ではないかと感じた次第であります。そういった意味で、ＡＴＥＮＡさんの活動を高く評価

したいと思います。 

  他方、法的な位置付けが若干曖昧な部分があって、最終的に原子力安全法制の中でその原

子力安全上の問題が起こった場合の結果の責任というのはＡＴＥＮＡさんではなくて、各事

業者が負われるということになっていると思います。 

  したがって、ＡＴＥＮＡさんがなさっているのは側面的な支援であって、責任を負うべき

事業者の責任を肩代わりするようなものでは、ないというふうに私は認識します。したがっ

て、そこのところをちょっと誤解がないように、明確にしておく必要があるのかと思います。 

  特にガイドラインとかは、あたかもＡＴＥＮＡさんが発出したものが、何となく本来第一

義的な責任を負う事業者さんを拘束する、あるいは拘束することの裏返しで、事業者さんの

責任を何らかの形でＡＴＥＮＡさんが分有するというような誤解が出てくると、ちょっと今

の法体制とは整合しないのではないかと思いますので、そういうことははっきりさせておく

必要があろうかと思います。 

  一方で、こういったガイドライン等があるということは、参加しておられる事業者の方々

にとってもやりやすいことなのかもしれないので、そういった意味では、今の原子力エネル

ギー協議会の在り方を考えると、意思決定機関の理事会を構成されているメンバーは皆さん、

事業者の方々だと思いますし、それからＡＴＥＮＡの財政面の基盤も事業者の方々に依って

おられる。そういう意味では事業者の事業者による事業者のための活動という一面もあるか

と思うのですね。 

  他方、目的とされているのは原子力安全ということ、これは公益なので、事業者様の利益

と原子力安全という公益が、多くの場合は一致していると思うのですけれども、衝突する場

合もあろうかと思います。衝突する場合に、やはり原子力安全という公益の方が優先される

のだという制度的な担保をどこかでかませておかないと、ガイドラインとかだんだんこう少

し踏み込んだ領域に入ってこられようとしていますので、その点についても検討された方が

いいと思います。 

  これはあらゆる世の中の局面で認められていることで、株式会社にも例えば社外取締役を

置いて、取締役会に社外のステークホルダーの見方も反映させるようにするとか、あるいは

先ほど色々な御説明がございましたけれども、個々の知的なプロダクツに関して学会をかま

せるとか、その過程を公開するとか、そういった形で導入されることはよろしいかと思いま

す。基本的には今の法制度では、原子力安全に一番責任を負っていらっしゃるのは事業者の
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方ですので、そこのところは見失わないようにしなければいけない。ＡＴＥＮＡは飽くまで

も側面的な支援という役割にとどめられるのがいいのではないかと思いますし、また一方で、

今後もうちょっと規範的な活動までされたいというのであれば、今申し上げたような形で、

公益とＡＴＥＮＡさんが構成されていらっしゃる事業者の方の利益が万一衝突した場合には、

公益が優先するのだという制度的なものを確保されるということが重要であると思います。 

  特に後者の方について何か御意見あるいは取組されているのであれば、お話を伺いたいと

思います。 

（赤司常務理事）ＡＴＥＮＡの赤司でございます。貴重な御指摘ありがとうございます。 

  飽くまで第一義的原子力安全の責任は各事業者にあり、ＡＴＥＮＡが側面的な支援である

というのは十分意識しているつもりでございまして、例えば６ページ目のＡＴＥＮＡの役割

にも安全対策の導入を促すという表現でございましたり、先ほどの御質問でお話ししました

ＡＴＥＮＡの理事会で決定し、各社にコミットしてもらうという表現でありましたり、飽く

までＡＴＥＮＡが決めてＡＴＥＮＡが引っ張るというか、ＡＴＥＮＡの言うとおりにしなさ

いではなくて、ＡＴＥＮＡが整えたものに対して事業者が考え、自分たちの責任においてコ

ミット、取り組んでもらうという仕組みで取り組んでいるつもりというか、そういう形で事

業を行っているものでございます。 

  一方で、これまではＡＴＥＮＡは、いわゆる任意団体の形でございましたけれども、先般、

一般社団法人という形になりまして、よりＡＴＥＮＡとしての公的な位置付けをしっかりさ

せていくためにも、これまでの仕組みに加えて、何がしか第三者というか、違う目線でＡＴ

ＥＮＡの活動をチェックしていただいて、よりよい方向に向けていくような取組も必要では

ないかというふうに考えているところでございます。そこはまだ具体的な取組が決まってい

るものではございませんが、そういう形でＡＴＥＮＡの組織としての活動も、よりよい方向

に向けていきたいと考えております。御指摘ありがとうございました。 

（小笠原参与）どうもありがとうございました。 

（上坂委員長）それでは、上坂から意見を述べさせていただきます。 

  まず、今日の資料で１７ページです。中部電力の不適切事案のところで、ここも基準地震

動評価は地震動データがないものですから、ここにありますように、統計的に様々発生する

ものの平均を取っていくというやり方で、統計的グリーン関数法と呼ばれる手法ですね。一

方、地震動データがあれば、経験的グリーン関数法。これら二つに分かれられると。各発電

所でこれらの二つの手法の使い分けは公開されているのでしょうか。 
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（赤司常務理事）ＡＴＥＮＡの赤司でございます。 

  既に申請審査が行われているサイト、発電所につきましては、全て公開されておりまして、

把握することができます。 

（上坂委員長）是非そこも今日の資料のように、既にもう審査が終わっているケースで結構で

すので、一般の方にもなるべく分かりやすい、他分野の方に分かるような形で資料でまとめ

て公開していただけるとよろしいかなと思います。お願いしたいと思います。 

  それから、後半の２３ページ以降の技術レポート、それからガイドライン。これらの御説

明は、まさに非常に難しい地震動。それから滑り、地滑り、液状化。こういう非常に地学的

な問題に対して工学的アプローチを取り入れて、一応定量的に解析しようという試みである

と。非常に画期的であると思います。是非これらを進めていただきたいと存じます。 

  それで、今日の資料でいえば、２４ページや２５ページの滑り辺りの記述に関して、関連

する規制は設置許可基準規則第３条第３項。これは耐震重要施設は変位が生ずるおそれがな

い地盤に設けなければならないと。この項目だと思うのです。ところが、この変位というの

がどのぐらいの変位なのか書いていないのですね。これ。ですから、これは１ミクロンも駄

目なのですかとなる訳ですよね。１センチで駄目なのですか、１ナノメートルで駄目なので

すか。こうなる訳です。 

  これは今日、皆さんが議論している一般工学的合理的のところに関わってくるのではない

かと思うのです。例えば今日の資料で１１ページ。能登地震の右下の写真で、これは４メー

トルも隆起があるのですよ。この上に重要な建物があったら非常に危険ですよね。これはよ

く分かります。でもそれが定量的に本当にそうなのかということこそ、この後半のところの

技術レポートやガイドラインで御検討いただきたいなということでございます。 

  それで、最近の原子力学会誌を見ていると、昨年の１１月号ですが、ＪＡＥＡの方と大学

の先生が「伏在する活断層の検出の試み 地層処分における地質環境の長期安定性評価技術

の高度化に向けて」という題目で、複雑な地層で断層がある中での応力からひずみ、それか

ら滑りを計算して実測と合わせていらっしゃると。こういう活動ももう出てきているのだな

と思った次第でございます。こういうような定量的解析を先ほどの滑りに、さらに発電所の

あるところでどのぐらいの震動が来るか。先ほど基準地震動の分析の御説明もあったかと思

うのですけれども。そういうところに反映させていただけると、そして実際と比較していた

だく。まさに今日議論しているような工学的な評価になっていくのではないかと思うのです。

いかがでございましょうか。 
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（赤司常務理事）ＡＴＥＮＡの赤司でございます。御意見ありがとうございます。 

  一言で申し上げると、私も上坂先生と思いは一緒でございますというところなのですけれ

ども、例えば先ほどの断層の変位の話、これも要は国の規則で規定されているような施設、

建物の下に断層があって、変位を与えるとこけてしまうでしょう、だから駄目よというのが、

単純に言うとそういうことなのですけれども、おっしゃるとおり、じゃ、１ミクロンでも駄

目なのか、１センチぐらいだったら大丈夫ではないのかというのは、これは工学的な感覚論

としては、それぐらい大丈夫ですよと言えることなのですけれども、そこを、じゃ、１セン

チなら大丈夫だけれども５センチだったら、１０センチだったら、どの辺まで大丈夫なのと

いうのは、これがまたなかなか難しいというのが現状でございまして、現状、じゃ、どれぐ

らいだったら大丈夫なのという議論ができるところまで、まだなかなか工学側の観点として

整理が付いていないというのが実態なのかなと思います。 

  しかしながら、それをより工学的な観点で評価できる前にすることができるような検討整

理も進めていかなければならないというふうには考えておりますので、変位の話だけではな

い、そういう観点でＡＴＥＮＡとしてはより合理的な安全性の達成、向上に向けた取組を不

断に努めてまいりたいというふうに考えております。 

（上坂委員長）私は構造力学の人間なので、今おっしゃられた１センチ、５センチ、１０セン

チならというのは、これはもう地震動の問題じゃなくて、建屋の構造力学の問題であります。

ここで私が申し上げている工学性とか定量性というのは地震動、断層や破砕帯があったとき

に、そこに地震が起きたときにそれらがどれだけ滑りが出るか。それらの定量的解析をやっ

ていただきたいなと思います。 

  とても難しいことなので、やってくださいで済むものでもないと思うのです。でも、特に

熊本地震の後ですから、この地震の多い日本でしかできないと思うのですよ。是非これはも

う原子力界を挙げてやっていくべきことであり、そのリーダーはＡＴＥＮＡです。是非よろ

しくお願いしたいと思います。 

  それでは、どうも御説明ありがとうございました。議題（２）は以上でございます。 

  じゃ、説明者におかれましては、大変恐縮ですけれども、御退席の方をお願いします。 

（原子力エネルギー協議会 退室） 

（上坂委員長）次に、議題（３）について事務局から説明をお願いします。 

（中島参事官）三つ目の議題は、本年７月１５日付けで原子力規制委員会から原子力委員会に

諮問がございました九州電力株式会社玄海原子力発電所の発電用原子炉の設置変更許可に係
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る答申についてです。これは原子力規制委員会が発電用原子炉の設置変更許可を行うに当た

り、原子炉等規制法第４３条の３の６第３項の規定に基づき、発電用原子炉が平和目的以外

に利用されるおそれがないことの基準の適用について原子力委員会の意見を聞かなければな

らないこととされていることによるものです。 

  本日はこの諮問に対する答申について御審議をお願いいたします。 

  それでは、事務局の渡邊主査から御説明をお願いいたします。 

（渡邊主査）ありがとうございます。それでは、事務局から説明させていただきます。資料第

３号を御覧ください。 

  玄海発電所の発電用原子炉の設置変更許可に関する答申案です。本件につきましては、玄

海発電所３号及び４号炉に関しまして原子力規制委員会から原子力委員会に諮問があり、そ

のことについて８月５日の定例会議におきまして原子力規制庁から御説明がありました。こ

の諮問に対する答申案の内容について説明させていただきます。 

  次のページである裏面の別紙を御覧ください。 

  本申請につきましては、まず、一つ目のポツとして、発電用原子炉の使用の目的を変更す

るものではないこと、二つ目のポツとして、使用済燃料については、再処理等に基づく再処

理等拠出金の納付先である使用済燃料再処理・廃炉推進機構から受託した核原料物質、核燃

料物質及び原子炉の規制に関する法律に基づく指定を受けた国内再処理事業者において再処

理を行うことを原則とし、再処理されるまでの間、適切に貯蔵、管理するという方針に変更

はないこと、三つ目のポツとして、海外において再処理が行われる場合は、再処理法の下で

我が国が原子力の平和利用に関する協力のための協定を締結している国の再処理事業者にお

いて実施する海外再処理において得られるプルトニウムは国内に持ち帰る、また、再処理に

よって得られるプルトニウムを海外に移転しようとするときは、政府の承認を受けるという

方針に変更はないこと、最後、四つ目のポツとして、上記以外の取扱いを必要とする使用済

燃料が生じた場合は、過去に許可を受けた記載を適用するという方針に変更はないこと、以

上の１ポツから４ポツの妥当性が確認されているということに加えまして、我が国では当該

発電用原子炉も対象に含めた保障措置活動を通じて、国内の全ての核物質が平和的活動にと

どまっているとの結論をＩＡＥＡから得ていること等を総合的に判断した結果、当該発電用

原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがないものと認められる、このような答申案と

なってございます。 

  以上となります。御審議よろしくお願いいたします。 
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（上坂委員長）ありがとうございます。 

  それでは、本件につきまして、案のとおり答申するということでよろしいでございましょ

うか。 

  じゃ、御異議ないようですので、これを委員会の答申とすることといたします。 

  議題（３）は以上でございます。ありがとうございました。 

  次に、議題（４）について事務局から説明をお願いいたします。 

（中島参事官）今後の会議予定について御案内いたします。 

  次回の定例会議につきましては、令和８年８月２５日火曜日、１４時から、場所は中央合

同庁舎８号館６階６２３会議室、議題については調整中であり、原子力委員会ホームページ

などによりお知らせいたします。 

（上坂委員長）ありがとうございます。 

  その他、委員から何か御発言はございますでしょうか。 

  御発言がないようですので、これで本日の委員会を終了いたします。お疲れさまでした。

ありがとうございました。 

－了－ 

 


